
長野県行政書士会会報

長野県行政書士会

№148
2020. 夏号

長野県行政書士会会報

題字：長野県知事　阿 部 守 一 氏筆

「諏訪湖祭湖上花火大会」（諏訪市）



〔表紙〕　「諏訪湖祭湖上花火大会」（諏訪市）

　毎年 8月 15 日に開催されます。打ち上げ数約 4万発は国
内最大と言われています。
　今年は残念ながら、同大会、9月の「全国新作花火競技大
会」とも中止となりましたが、恒例の「諏訪湖サマーナイト
花火」は行われます。期間は 8月 1日（土）から 22 日（土）
まで、毎晩 8時から 9時の間の約 15 分間に、約 800 発の花
火が打ち上げられます。
　諏訪湖周辺のいろいろな場所から楽しめますので、ぜひお
越しください。
� （写真提供：諏訪地方観光連盟　諏訪フォトライブラリ）

行政書士倫理綱領
行政書士は、国民と行政とのきずなとして、国民の生活向上と

社会の繁栄進歩に貢献することを使命とする。
１　行政書士は、使命に徹し、名誉を守り、国民の信頼に応える。
２　行政書士は、国民の権利を擁護するとともに義務の履行に寄

与する。
３　行政書士は、法令会則を守り、業務に精通し、公正誠実に職

務を行う。
４　行政書士は、人格を磨き、良識と教養の陶冶を心がける。
５　行政書士は、相互の融和をはかり、信義に反してはならない。
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定時総会開催報告

令和 2年度定時総会が 6月 17 日（水）午後 1時 30 分より、長野市の長野県行政書士会館で
開催されましたのでご報告いたします。

１　司 会　宮下総務部長
２　正 副 議 長　議　長　佐藤　明美代議員（松本支部）
　　　　　　　　　副議長　久保田　学代議員（飯田支部）
３　議事録署名人　永村清造代議員（長野支部）、西澤秀友代議員（北信支部）
４　議 案 審 議
　第１号議案　令和元年度事業報告	 賛成多数により可決承認されました。
　第２号議案　欠損処分	 賛成多数により可決承認されました。
第３号議案　令和元年度決算報告	 賛成多数により可決承認されました。
　第４号議案　会則の一部を改正する会則（案）	 施行日を令和 4年 4月 1日に修正し
	 賛成多数により可決承認されました。
第５号議案　令和 2年度事業計画（案）	 賛成多数により可決承認されました。
　第６号議案　令和 2年度予算（案）	 賛成多数により可決承認されました。

※　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に対処するため、必要最小限の出席者（各支
部から 1名の代議員が代議員の委任を受けた指定代理人として総会に出席。指定代理人以外
の代議員は委任状兼表決書を提出。）で時間短縮のうえ開催。

令和２年度受賞者名簿

○日本行政書士会連合会連合会関東地方協議会会長表彰状
　野　本　敎　子（松本）� 以上　１名
○長野県行政書士会会長表彰状
　茂　住　いずみ（松本）　松　島　茂　行（松本）　永　村　清　造（長野）� 以上　３名
○長野県行政書士会会長感謝状
　諸野脇　晴　子（上田）　福　井　竹　彦（諏訪）　矢　亀　さか惠（伊那）
　久保田　　　学（飯田）　岡　田　忠　興（松本）　良　川　泰　章（長野）� 以上　６名

� ※敬称略、（　）内は、所属支部名

会長あいさつ 総　会
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日行連総会

令和 2年度日行連定時総会の議事結果について

令和 2年 6 月 23 日から 26 日に開催された令和 2年度日行連定時総会の議事結果について、
下記のとおりお知らせいたします。

記

１．日 時：令和 2年 6月 23 日（火）〜 6月 26 日（金）

２．提出表決票総数：229 票（6月 23 日〜 25 日集計結果）
　　　　　　　　　　※代議員定数 244 名
　　　　　　　　　　※定足数 82 票（代議員定数の 3分の 1）

３．議事結果：�第 1 号議案 令和元年度事業報告
　　　　　　　　　　　　　　　　・・・表決の結果（賛成 226 票 / 反対 1票）可決	
　　　　　　　第 2号議案 令和元年度決算報告
　　　　　　　　　　　　　　　　・・・表決の結果（賛成 227 票 / 反対 0票）可決
　　　　　　　第 3号議案 日本行政書士会連合会会則の一部改正（案）について
　　　　　　　　　�提出された表決票の 3 分の 2 以上の賛成（提出表決票総数 229 票中、

228 票の賛成）を得て、会則第 22 条第 2 項及び令和 2年度定時総会の
開催に係る臨時特例会則施行規則第 7条第 2項により、可決

　　　　　　　第 4号議案 令和 2年度事業計画（案）
　　　　　　　　　　　　　　　　・・・表決の結果（賛成 226 票 / 反対 1票）可決
　　　　　　　第 5号議案 令和 2年度予算（案）
　　　　　　　　　　　　　　　　・・・表決の結果（賛成 226 票 / 反対 1票）可決
　　　　　　　第 6号議案 役員（理事）の補欠選任について
　　　　　　　　　　　　　　　　・・・表決の結果（賛成 228 票 / 反対 0票）可決
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事　　業　　報　　告

コロナ感染症拡大で影響を受けた事業者支援の取り組みについて
� 法務部長　栁澤　誠

この度のコロナウイルス感染症拡大による社会活動への影響は多方面に
わたり、感染による人的損害はもちろんのこと、品薄や買い占め等による
生活上の損害、外出、営業他の様々な活動自粛による経済的な損害、罹患
者、医療関係者等への差別行為が行われるといった人的関係面での損害ま
でも発生する事態となったことは皆様ご承知のことと思います。
この間、長野県行政書士会においても感染拡大防止の観点から、定時総
会を始めとする各種会議の延期、対外活動の自粛をせざる得ない状況とな
りましたが、様々な支援施策の実施が発表される中、山本会長を中心に行
政書士会としてどのような活動が行えるか検討をして参りました。
まず、対面での相談活動が実施できない中で市民の皆様よりのご相談を
お受けすべく、総務部・法務部で連携しフリーダイヤルによる相談を実施
しました。また、緊急事態宣言発令に伴う長野県の休業要請に対する県市町村連携協力金・支援金の手
続きについて県担当者をお招きし内容確認を行い、国の持続化給付金と合わせてその時点で判明してい
た情報についてホームページに動画形式で掲載致しました。
持続化給付金申請については、電子申請受付のみとのことで対応困難な事業者が発生することが当初
より想定され、それに向けて経済産業省もサポート窓口を設置することをアナウンスし県内でも長野市
を皮切りに各地に設置されております。このような状況を鑑み、国のサポート窓口より遠隔地での支援
を実施すべく、長野県商工会連合会と連携し各市町村商工会に人員を派遣して申請支援を行うことと致
しました。第一弾として 6月 24 日に木曽郡上松町商工会へ法務部木村部員と私の 2名でお伺いして参
りました。事前に商工会において会員事業者への周知と必要書類のご案内をしていただきスムーズに申
請手続きを進めることができ、10 名を超える事業者の支援を行うことができました。ただ、それぞれ
個別に事情が異なることから、場合によって補正対応など給付までのサポートも必要となるため、支援
活動としての課題も感じました。

本会での活動の他、諏訪支部で各地商工会議所と連携しての支援活動、佐久支部で電話相談による支
援活動等を独自に行っていただいたことを皮切りに、他各支部においても長野県産業労働部よりの要請
にご協力をいただき、県各地域振興局での持続化給付金相談支援活動に取り組んでいただいておりま
す。これ以外にも、会員の皆様におかれましても各地で事業者支援に取り組んでいただいていることと
存じます。この場をお借りして感謝申し上げます。
未だコロナウイルス禍の収束を見ない状況でございますが、感染予防に御留意いただきながら、事業
者に一番近い専門家として事業者支援に引き続きご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。

上松町商工会相談受付 上松町商工会相談会場
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業　　務　　資　　料
 

日行連発第 1671 号 
令和 2 年 3 月 26 日 

 
各単位会長 様 

日本行政書士会連合会 
会長 常 住  豊 
広報部       

                               部長  前 田  望 
 

行政書士業務パンフレットのデータ提供について 
 

 
 平素は、本会の事業推進にご理解ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて今期、日行連広報部では、行政書士制度を国民に広く周知することを目的として、

行政書士業務パンフレットを作成いたしました。 
 本パンフレットは、従来の「行政書士活用ガイド」の改訂を検討する中で、広報ツール

としての利便性を第一に考え、相談内容に応じて業務をご紹介いただけるよう主な業務別

に作成したものです。また、各単位会や会員の皆様が必要に応じてそれらを組み合わせて

活用できるよう編集するとともに、無料で利用できるようデータ提供することといたしま

した。 
つきましては、下記のとおり会員専用サイト「連 con」にて PDF データを公開いたしま

すので、貴会会員へ周知いただくとともに、貴会におかれましてもご活用いただきますよ

う、よろしくお願い申し上げます。 
あわせて、サンプル版（業務別 6 種類及び合冊版 1 種類）を作成し、各 20 部を配付（3

月 31 日(火)納品予定）いたしますので、印刷して使用する際の参考にしていただければ幸

いです。 
 

記 
 

PDF データ公開先：会員専用サイト「連 con」＞日行連からのお知らせ 
＞「行政書士業務パンフレットのデータ公開について」 

           ※3 月 31 日（火）中に公開予定 
 
 
※使用に際し、ご不明な点等ございましたら、日行連事務局広報課までお問合せください。 
 
 
 

以上 
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日行連発第 14 号 
令和 2 年 4 月 3 日 

各単位会長 様 
日本行政書士会連合会  
会長 常住 豊  
申請取次行政書士管理委員会 
委員長 西川 剛史  

 
 

「外国人の雇用をお考えの事業主の皆様へ」パンフレットの 
データ送付について 

 
日頃より本会事業にご理解ご協力を賜り、御礼申し上げます。 
さて、令和 2 年 3 月 31 日付けで本会会員サイト「連 con」にてご案内のとお

り、申請取次行政書士管理委員会では、近年、外国人材を雇用する企業の割合が

高まっていることから、「外国人の雇用をお考えの事業主の皆様へ」と題し、外

国人を雇用する際のポイントを分かりやすく解説したパンフレットを作成いた

しました。 
本パンフレットは、申請等取次業務を行う上で参考となるほか、外国人の雇用

を検討している事業主への説明資料や各種相談会における配付資料としてもご

利用いただけるような内容となっております。 
つきましては、下記のとおり PDF ファイルを送付いたしますので、各単位会

におかれましては、是非ご活用いただけますとともに会員への周知方にご協力

いただけますと幸いです。 
何とぞ、よろしくお願い申し上げます。 

 
記 

【別添】 
・「外国人の雇用をお考えの事業主の皆様へ」パンフレット.pdf 
※A3 判、両面カラー刷り、2 つ折りを想定し、作成しています。 
※表紙下段にスペースを設けていますので、単位会情報・事務所情報等、適宜

追記してご利用ください。 
 

以上 
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な
ど

入
管
法

7
0
条

 
➡【

 3
年
以
下

の
懲
役

も
し

く
は
禁
固

・
3
0
0
万
円
以
下

の
罰
金

 】

不
法
就
労

さ
せ

た
り

、
不
法
就
労

を
あ

っ
せ

ん
し

た
者

な
ど

入
管
法

7
3
条

の
2
 ➡

【
 3
年
以
下

の
懲
役

・
3
0
0
万
円
以
下

の
罰
金

 】
不
法
就
労
助
長
罪

営
利
目
的

で
偽

り
そ

の
他
不
正

の
手
段

に
よ

り
在
留
資
格

を
取
得

さ
せ

た
者

な
ど

入
管
法

7
4
条

の
6
 ➡

【
 3
年
以
下

の
懲
役

・
3
0
0
万
円
以
下

の
罰
金

 】
営
利
目
的
在
留
資
格
等

不
正
取
得
助
長
罪

想
定

さ
れ

る
ケ

ー
ス

主
な
処
罰
規
定

◆
外
国
人

を
雇
用

し
よ

う
と

す
る
際

に
、「
不
法
就
労
者

」
で

あ
る

こ
と

を
知

ら
な

か
っ

た
と

し
て

も
、
在
留

カ
ー

ド
を
確
認

し
て

い
な

い
等

の
過
失

が
あ

る
場
合

は
、
処
罰

の
対
象

と
な

り
ま

す
。

◆
外
国
人
事
業
主

が
不
法
就
労

さ
せ

た
り
不
法
就
労

を
あ

っ
せ

ん
す

る
な

ど
の
行
為

を
行

っ
た
場
合

は
、
退
去
強
制

の
対
象

と
な

り
ま

す
。

お
近
く
の

行
政
書
士
に

ご
相
談

く
だ
さ
い
！

本
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
20
20
年
3月
31
日
時
点
の
情
報
を
元
に
作
成
し
て
い
ま
す
。

©
2
0
2
0
　
日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
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外
国
人
雇
用
時

の
在
留

カ
ー

ド
の
確
認

ポ
イ

ン
ト

在
留
資
格
別
就
労
可
否
判
断

外
国
人

を
雇
用

す
る
際

、
ま

ず
は
就
労

す
る

こ
と

が
認

め
ら

れ
て

い
る
者

で
あ

る
こ

と
を
確
認

す
る

こ
と

が
重
要

で
す

。
こ

こ
で

は
、
在
留

カ
ー

ド
の
確
認

ポ
イ

ン
ト

を
整
理

し
、
雇
用

が
可
能

か
ど

う
か

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
方
法

を
ご
紹
介

し
ま

す
。

●
 旅
券

に
後
日
在
留

カ
ー

ド
を
交
付

す
る
旨

の
記
載

が
あ

る
場
合

●
 「

3
月

」
以
下

の
在
留
期
間

が
付
与

さ
れ

た
場
合

●
 「
外
交

」「
公
用

」
等

の
在
留
資
格

が
付
与

さ
れ

た
場
合

在
留

カ
ー

ド
を
所
持

し
て

い
る
場
合

在
留

カ
ー

ド
を
所
持

し
て

い
な

い
場
合

在
留

カ
ー

ド
（
表
面

）

在
留

カ
ー

ド
（
裏
面

）

在
留
資
格

外
交

公
用

教
授

芸
術

宗
教

報
道

高
度
専
門
職

1
号

高
度
専
門
職

2
号

経
営

・
管
理

法
律

・
会
計
業
務

医
療

研
究

教
育

企
業
内
転
勤

介
護

興
行

技
能

技
能
実
習

文
化
活
動

短
期
滞
在

留
学

研
修

家
族
滞
在

特
定
活
動

永
住
者

日
本
人

の
配
偶
者
等

永
住
者

の
配
偶
者
等

定
住
者

特
定
技
能

外
国
政
府

の
大
使

、
公
使

、
総
領
事

、
代
表
団
構
成
員

と
そ

の
家
族

外
国
政
府

の
大
使
館

・
領
事
館
職
員

、
国
際
機
関
等

か
ら
公

の
用
務

で
派
遣

さ
れ

る
者

及
び

そ
の
家
族

5
年

、
3
年

、
1
年

、
3
0
日
又

は
1
5
日

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

無
期
限

5
年

、
3
年

、
1
年

、
4
月
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

3
年

、
1
年
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
3
月

法
務
大
臣

が
個
々

に
指
定

す
る
期
間

（
1
号

：
≦

1
年

、
2
号

：
≦

2
年

、
3
号

：
≦

2
年

）

3
年

、
1
年

、
6
月
又

は
3
月

9
0
日
若

し
く

は
3
0
日
又

は
1
5
日
以
内

の
日

を
単
位

と
す

る
期
間

4
年

3
月

、
4
年

、
3
年

3
月

、
3
年

、
2
年

3
月

、
2
年

、
1
年

3
月

、
1
年

、
6
月
又

は
3
月

1
年

、
6
月
又

は
3
月

5
年

、
4
年

3
月

、
4
年

、
3
年

3
月

、
3
年

、
2
年

3
月

、
2
年

、
1
年

3
月

、
1
年

、
6
月
又

は
3
月

5
年

、
3
年

、
1
年

、
6
月

、
3
月
又

は
法
務
大
臣

が
個
々

に
指
定

す
る
期
間

（
≦

5
年

）

無
期
限

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
6
月

5
年

、
3
年

、
1
年
又

は
6
月

5
年

、
3
年

、
1
年

、
6
月
又

は
法
務
大
臣

が
個
々

に
指
定

す
る
期
間

（
≦

5
年

）

1
年

、
6
月
又

は
4
月

（
通
算

5
年
以
内

、
1
号

）
3
年

、
1
年
又

は
6
月

（
2
号

）

外
交
活
動

を
行

う
期
間

※
１

※
１ ② ② ② ②

②
※

１

② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②

②
※

３

①
※

２

①
※

３

①
※

２

①
※

２

①
※

２

③ ④ ④ ④ ④②

大
学
教
授
等

作
曲
家

、
画
家

、
著
述
家
等

外
国

の
宗
教
団
体

か
ら
派
遣

さ
れ

る
宣
教
師
等

外
国

の
報
道
機
関

の
記
者

、
カ

メ
ラ

マ
ン

学
歴

・
職
歴

・
年
収
等

の
項
目
毎

に
ポ

イ
ン

ト
を
付

け
、

そ
の
合
計

が
一
定
点
数
以
上

に
達

し
た
人

「
高
度
専
門
職

１
号

」
又

は
高
度
外
国
人
材

と
し

て
の

「
特
定
活
動

」
の
在
留
資
格

を
も

っ
て

一
定
期
間
在
留

し
た
人

企
業
等

の
経
営
者

・
管
理
者

弁
護
士

、
公
認
会
計
士
等

医
師

、
歯
科
医
師

、
看
護
師

政
府
関
係
機
関

や
私
企
業
等

の
研
究
者

中
学
校

・
高
等
学
校
等

の
語
学
教
師
等

機
械
工
学
等

の
技
術
者

、
通
訳

、
デ

ザ
イ

ナ
ー

、
私
企
業

の
語
学
教
師

、
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

業
務
従
事
者
等

外
国

の
事
業
所

か
ら

の
転
勤
者

介
護
福
祉
士

俳
優

、
歌
手

、
ダ

ン
サ

ー
、

プ
ロ

ス
ポ

ー
ツ
選
手
等

外
国
料
理

の
調
理
師

、
ス

ポ
ー

ツ
指
導
者

、
航
空
機

の
操
縦
者

、
貴
金
属
等

の
加
工

職
人
等

技
能
実
習
生

日
本
文
化

の
研
究
者
等

観
光
客

、
会
議
参
加
者
等

大
学

、
短
期
大
学

、
高
等
専
門
学
校

、
高
等
学
校

、
中
学
校
及

び
小
学
校
等

の
学
生

・
生
徒

研
修
生

在
留
外
国
人

が
扶
養

す
る
配
偶
者

・
子

外
交
官
等

の
家
事
使
用
人

、
ワ

ー
キ

ン
グ

・
ホ

リ
デ

ー
、
経
済
連
携
協
定

に
基

づ
く
外
国
人

看
護
師

・
介
護
福
祉
士
候
補
者
等

法
務
大
臣

か
ら
永
住

の
許
可

を
受

け
た
者

（
入
管
特
例
法

の
「
特
別
永
住
者

」
を
除

く
。）

日
本
人

の
配
偶
者

・
子

・
特
別
養
子

永
住
者

・
特
別
永
住
者

の
配
偶
者
及

び
本
邦

で
出
生

し
引

き
続

き
在
留

し
て

い
る
子

第
三
国
定
住
難
民

、
日
系

3
世

、
中
国
残
留
邦
人
等

特
定
技
能
外
国
人

該
当
例

在
留
期
間

就
労
制
限
の

有
無

技
術

・
人
文
知
識

・
国
際
業
務

※
1.
個
別

に
確
認

が
必
要

で
す

。
　

※
2.
資
格
外
活
動
許
可

を
受

け
て

い
な

い
限

り
就
労

で
き

ま
せ

ん
。
　

※
3.
原
則

と
し

て
雇
用

で
き

ま
せ

ん
。

〈
参
考

：
資
格
外
活
動
許
可

の
一
般
原
則

〉
●

 現
に
有

す
る
在
留
資
格

に
係

る
活
動

を
維
持

し
、
活
動

の
遂
行

が
妨

げ
ら

れ
る

も
の

で
な

い
こ

と
。

●
 活
動

が
法
令

に
違
反

せ
ず

、
風
俗
営
業
等

の
規
制
及

び
適
正
化
等

に
関

す
る
法
律

に
規
定

す
る

も
の

で
な

い
こ

と
。

●
 収
容
令
書

の
発
布

を
受

け
て

い
な

い
こ

と
。

現
に
有

す
る
在
留
資
格

の
変
更

（
永
住
者

へ
の
変
更
希
望

を
除

く
。）

を
受

け
よ

う
と

す
る
場
合

は
、
在
留
資
格
変
更
許
可

が
必
要

で
す

。

雇
用
不
可

雇
用
へ

【
番
号

  
A

B
1
2
3
4
5
6
7
8
C

D
】

「
在
留

カ
ー

ド
等
番
号
失
効
情
報
照
会

ペ
ー

ジ
」

ht
tp

s:
//

la
ps

e-
im

m
i.m

oj
.g

o.
jp

 

１
．
在
留
カ
ー
ド
が
失
効
し
て
い
な
い
か
を
調
べ
ま
す

【
就
労
制
限

の
有
無

】

①「
就
労
不
可

」：
原
則
雇
用
不
可

②「
在
留
資
格

に
基

づ
く
就
労
活
動

の
み
可

」
③「
指
定
書

に
よ

り
指
定

さ
れ

た
就
労
活
動

の
み
可

」
 （
在
留
資
格

「
特
定
活
動

」）
④「
就
労
制
限

な
し

」：
雇
用
可
能

⑤「
許
可

（
原
則
週

28
時
間
以
内

・
風
俗
営
業
等

の
従
事

を
除

く
）」

⑥「
許
可

（
資
格
外
活
動
許
可
書

に
記
載

さ
れ

た
範
囲
内

の
活
動

）」

2
．「
就
労
制
限
の
有
無
」の
欄
の
内
容
を
確
認
し
ま
す

3
．
裏
面
「
資
格
外
活
動
許
可
欄
」の
記
載
を
調
べ
ま
す

確
認

注 注

こ
れ

ら
の
場
合

は
、
旅
券
等

で
雇
用

の
可
否

を
確
認

し
ま

す
。

注

失
効

、
偽
変
造

が
疑

わ
れ

る
場
合

は
、

最
寄

り
の
地
方
出
入
国
在
留
管
理
局

へ
お
問
合

せ
く

だ
さ

い
。

失
効
し
て
い
る
、
ま
た
は

偽
変
造
の
疑
い
あ
り

①「
就
労
不
可
」
の
記
載
が
あ
る

⑤
ま
た
は
⑥
の
記
載
あ
り

記
載
な
し

②
の
場
合
は
在
留
資
格
ご
と
の
該
当
す
る
活
動
を

確
認
の
う
え
雇
用
す
る
。ま
た
、
必
要
に
応
じ
て「
就
労

資
格
証
明
書
交
付
申
請
」
を
行
う
。

③
の
場
合
は
、
法
務
大
臣
が
個
々
に
指
定
し
た
活
動

等
が
記
載
さ
れ
た
指
定
書（
旅
券
に
添
付
）を
確
認
の

う
え
雇
用
す
る
。

⑤
に
つ
き
、
複
数
の
ア
ル
バ
イ
ト
に
従
事
す
る

場
合
は
合
計
時
間
内
で
雇
用
す
る
。⑥
に
つ
き
、

資
格
外
活
動
許
可
書
の
記
載
の
内
容
を
確
認
の

う
え
雇
用
す
る
。

雇
用
へ

見
 本

見
 本
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日
行
連
発
第

１
７
号

令
和

２
年
４
月
３
日

各
単
位
会
長

様

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

会
長

常
住

豊

大
規
模
災
害
対
策
本
部

本
部
長

常
住

豊

罹
災
証
明
書
の
様
式
の
統
一
化

に
つ
い
て

平
素
よ
り
、
本
会
の
事
業
執
行
に
ご
理
解
、
ご
協
力
を
賜
り
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

災
害
対
策
基
本
法
に
基
づ
き
発
行
さ
れ
る
罹
災
証
明
書
に
つ
い
て
は
、
そ
の
様
式
が

自
治
体
に
よ
っ

て
大
き
く
異
な
る
た
め
、
応
援
職
員
を
派
遣
し
た
他
の
自
治
体
職
員
が

被
災
自
治
体
の
様
式
に
不
慣
れ

で
、
迅
速
な
交
付
の
支
障
と
な
っ
て
い
る

事
例
が
多
く
あ
り
、
か
ね
て
よ
り
統
一
的
な
様
式
の
制
定
に

関
す
る
要
望
が
あ
り
ま
し
た
。
ま
た
、
会
員
の
皆
様
に
よ
る
被
災
者
支
援
、
被
災
者
自
治
体
支
援
の
活

動
に
関
連
し
、
本
会
か
ら

も
同
様
の
意
見
を
提
出
し
て
い
た
と
こ
ろ
で
す
が
、
今
般
、
内
閣
府
か
ら
各

都
道
府
県
に
対
し
、
罹
災
証
明
書

の
様
式
統
一
化
に
関
す
る
文
書
が
発
出
さ
れ
ま
し
た
（
別
添
参
照
）
。

当
該
文
書
は
都
道
府
県
を
通
じ

関
係
部
局
及
び
管
下
市
町
村
に

も
周
知
さ
れ
て
お
り
ま
す
の
で
、
貴

会
に
お
か
れ
ま
し
て
も
、
所
属
会
員
へ
の
周
知
方
を
お
願
い

い
た
し
ま
す
。

な
お
、
本
件
に
つ
い
て
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
い
た
し
ま
す
こ
と
申
し
添
え
ま
す
。

【
添
付
】

内
閣
府
政
策
統
括
官
（
防
災
担
当
）

発
各
都
道
府
県
知
事

宛
令
和
２
年
３
月

日
付
け
・

府
政
防

第
号
「
罹
災
証
明
書
の
様
式
の
統
一
化
に
つ
い
て
」

以
上
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２
資
第

号

令
和
２
年

年
５
月

日

  
長
野
県
行
政
書
士
会
長

様
 

 
長
野
県
環
境
部
資
源
循
環
推
進
課
長

 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
を
受
け
た
更
新
許
可
事
務
に
お
け
る

対
応
に
つ
い
て
（
通
知
）

平
素
か
ら
、
廃
棄
物
の
適
正
処
理
に
御
尽
力
い
た
だ
き
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
を
受
け
、
別
添
の
と
お
り
、
許
認
可
事
務
の
合
理
化
等

に
つ
い
て
、
環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃
棄
物
規
制
課
長
か
ら
通
知
が
あ
り
ま
し
た
。

つ
き
ま
し
て
は
、
内
容
を
御
確
認
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
産
業
廃
棄
物
処
理
業
の
申
請
等
に
お
い
て
参
考
に
す
る
よ

う
貴
会
員
に
周
知
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

        
長
野
県

環
境
部
資
源
循
環
推
進
課

 
課
長

：
伊
東

 和
徳

担
当
：
山
崎

千
晴

 
電

話
：

０
２
６
－
２
３
５
－
７
１
６
４
（
直
通
）

 
Ｆ
Ａ
Ｘ
：

０
２
６
－
２
３
５
－
７
２
５
９

 
Ｅ
メ
ー
ル
：

 

環
循

規
発

第
20

04
27

3
号
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  

令
和

２
年

４
月

2
7
日
 

 各
都
道
府
県
・
各
政
令
市
廃
棄
物
行
政
主
管
部
（
局
）
長
 
殿
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 

環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃
棄
物
規
制
課
長
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 

（
公
印
省
略
）
 

 
 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
を
受
け
た
 

更
新
許
可
事
務
に
お
け
る
対
応
に
つ
い
て
（
通
知
）
 

  
廃
棄
物
行
政
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
か
ね
て
か
ら
御
尽
力
い
た
だ
き
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
る

。
 

新
型

コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル

ス
感

染
症

の
ま

ん
延

防
止

の
た
め

の
取

組
が

全
国

で
進
め

ら
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で

あ
る

が
、

産
業
廃

棄
物
処

理
業

の
許
可

の
更
新

の
申
請

の
た

め
に

庁
舎

に
赴

い
て
対

面
で

の
申

請
行

為
を

す
る
こ
と
や
、
申
請
の
た
め
の

添
付
書
類
を
用
意
す
る
こ
と

が
、
ま
ん
延
防
止
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
、

申
請
の
受
付
方
法
や
添
付
書
類
に
つ
い
て
、

適
切
な
対
応
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
 

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
伴
い
、
産
業
廃
棄
物
処
理
業
者
の
事
務
に
も
影
響

が
出
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り

、
そ
の
負
担
を
な
る
べ
く
軽
減
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

許
可
の
更
新
の
た
め
の
事
務
に
つ
い
て
は
、
既
に
、「

産
業
廃
棄
物
又
は
特
別
管
理
産
業
廃
棄
物
の
処
理

に
関
連
す
る
講
習
会
等
の
中
止
・
延
期
に
伴
う
更
新
許
可
事
務
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
」（

令
和
２
年
４
月

１
日
付
け
環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃
棄
物
規
制
課

事
務
連
絡
）
に
お
い
て
、
廃
棄
物
の
処
理
及
び

清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

45
年
法
律

1
37

号
）
第

1
4
条
第
３
項
、
第

1
4
条
第
８

項
、
第

1
4
条
の
４
第

３
項
及
び
第

1
4
条
の
４
第
８
項

の
、
許
可
の
更
新
の
申
請
に
当
た
っ
て
、
行
政
庁
に
よ
る

処
分
が
さ
れ
る

ま
で

の
間

は
、
従

前
の
許

可
の

有
効

期
間

の
満

了
後
も

当
該

許
可

が
な

お
そ

の
効
力

を
有

す
る

旨
の

規
定

（
以
下
「
有
効
期
間
延
長
の
規
定
」
と
い
う
。）

の
活
用
に
つ
い
て
連
絡
を
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

こ
れ

に
加
え
、
次
の
と
お
り
通
知
す
る
。
な
お
、
郵
送
に
よ
る
申
請

等
に
つ
い
て
は
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の
感

染
拡
大

の
状

況
に
限

ら
ず
活

用
で
き

る
よ

う
、
こ

れ
を
機

に
許
認

可
事

務
の
合

理
化
の

一
環
と
し
て
一
層
の
促
進
を
検
討
さ
れ
た
い
。
 

な
お
、
本
通
知
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和

22
 
年
法
律
第

67
 
号
）
第

2
4
5 
条
の
４
第
１
項
の
規
定
に
基

づ
く
技
術
的
な
助
言
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。
 

 

記
 

 一
 
郵
送
に
よ
る
申
請
に
つ
い
て
 

産
業

廃
棄
物

処
理
業

の
許
可
事

務
に

お
い

て
は
、

窓
口
に
よ

る
対

面
で

の
対
応

に
よ
る
こ

と
を

推
奨
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し
て

い
る
地
方

公
共

団
体

も
あ

る
と
考

え
る

が
、
こ

の
よ
う

な
地
方

公
共

団
体
に
あ

っ
て

も
、
少
な

く
と

も
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

ま
ん

延
防

止
に

取
り

組
ん

で
い

る
間

に
お

い
て

は
、

郵
送

に
よ

る

申
請

を
積

極
的

に
推

奨
さ

れ
た

い
。
こ
の

際
、
仮
に

全
て

の
申

請
を
郵

送
で

受
け

付
け

る
こ

と
が
難

し
い

等
の

事
情

が
あ

る
の

で
あ

れ
ば

、
例

え
ば

産
業

廃
棄

物
処
理

業
者
の

負
担

の
軽

減
の

観
点

か
ら
、
特

に
遠

方
の

産
業

廃
棄

物
処

理
業

者
か

ら
の

申
請

に
つ

い
て

は
、

郵
送

に
よ

る
申

請
を

推
奨

す
る

等
の

対
応

も

考
え

ら
れ

る
。
ま
た

、
許
可

の
有

効
期
限

の
到

来
が

間
近

で
、
郵

送
に

よ
る

申
請

に
よ

っ
て

は
許
可

の
更

新
が

間
に

合
わ

な
い

と
予

想
さ

れ
る

場
合

に
つ

い
て

は
郵

送
に

よ
る

申
請

の
推

奨
の

対
象

と
は

し
な

い

な
ど

、
各
地
方

公
共

団
体

の
実

情
に
合

わ
せ

た
柔

軟
な

対
応

を
図
ら

れ
た

い
。
 

 二
 

電
子

メ
ー

ル
等

を
利

用
し

た
申
請

に
つ

い
て
 

 
 

郵
送

と
あ

わ
せ

て
、

電
子

メ
ー
ル

等
を

利
用

し
た

申
請

に
つ
い

て
も
推
奨

さ
れ

た
い

。
 

申
請

書
や

添
付

書
類

を
電

子
的

に
送

付
し

て
行

う
申

請
に

あ
っ

て
は

、
申

請
書

そ
の

他
登

記
事

項
証

明
書

等
の

添
付

書
類

が
真

正
で

あ
る

こ
と

の
確

認
が

で
き

な
い

等
の

理
由

に
よ

り
、

審
査

事
務

を
完

了

す
る

こ
と

が
困

難
な

場
合

も
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
。

申
請

書
に

つ
い

て
は

電
子

署
名

を
活

用
す

る
こ

と

も
考

え
ら

れ
る
が
、
そ

れ
が
難

し
い
場

合
で

あ
っ

て
も
、
今

般
の
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染
症

へ
の

対

応
の

一
環

と
し

て
、
申

請
の
受

付
に
つ

い
て

は
電

子
メ

ー
ル

を
利
用

し
て

行
い
、
審
査
事

務
自
体

は
後

日

補
正

を
活

用
す

る
な

ど
に

よ
り

適
切

に
行

う
こ

と
と

し
て

、
有

効
期

間
延

長
の

規
定

を
適

用
す

る
と

い

っ
た

対
応

も
考

え
ら

れ
る

。
こ

の
場
合

に
お

い
て

、
添

付
書

類
に
つ

い
て

は
、
後
日

原
本

と
照
合

す
る
な

ど
し

て
真

正
性

を
確

認
す

る
よ

う
留
意

さ
れ

た
い

。
 

 三
 

添
付

書
類

に
つ

い
て
 

添
付

書
類

の
う

ち
、
登
記

事
項

証
明
書

、
住

民
票

、
講
習

会
等

の
修
了

証
等

の
添

付
が

困
難

に
な
っ
て

い
る

こ
と

が
考

え
ら

れ
る
。
申

請
に
係

る
事

務
に

当
た

っ
て

は
、
そ
の

よ
う

な
添

付
書
類

の
不
備

が
あ

る

場
合

に
お

い
て

も
、
そ

の
こ
と

を
も
っ

て
直

ち
に

申
請

を
却

下
又
は

不
許

可
と

す
る

の
で

は
な
く
、
申
請

を
受

け
付

け
た

上
で

補
正

を
指

示
す

る
こ

と
で

、
有

効
期

間
延

長
の

規
定

を
適

用
す

る
と

い
っ

た
対

応

を
検

討
さ

れ
た

い
。
た
だ

し
、
業

者
が
自

ら
単

独
で

作
成

で
き

る
書
類

な
ど

、
現

状
で

用
意

す
る
こ

と
が

で
き

る
書

類
に

つ
い

て
は
、
可

能
な
限

り
添

付
し

た
上

で
申

請
を
す

る
こ

と
が
、
産
業
廃

棄
物
処

理
業

者

に
は

求
め

ら
れ

る
。
 

不
備

の
あ

る
書

類
に

つ
い

て
は

、
後
日

、
郵
送

又
は

窓
口

に
持

参
す
る

等
の

方
法

に
よ

り
、
最

終
的
に

は
提

出
さ

れ
る

必
要

が
あ

る
。

 

な
お

、
不

動
産

や
、
会

社
そ

の
他

の
法
人

の
登

記
事

項
証

明
書

に
つ
い

て
は

、
法

務
局

窓
口

へ
赴
か
な

く
と

も
、
オ
ン

ラ
イ

ン
で

申
請

し
、
郵

送
で
書
類

を
受

け
取

る
こ
と

が
可

能
で

あ
る

た
め

、
必
要

に
応
じ

て
、

産
業

廃
棄

物
処

理
業

者
へ

案
内
さ

れ
た

い
。
 

 

四
 

従
前

の
許

可
が

有
効

で
あ

る
こ
と

の
明

示
に

つ
い

て
 

有
効

期
間

延
長

の
規

定
を

適
用

す
る
場

合
に

あ
っ

て
は

、
許

可
証
で

明
示

さ
れ

た
許

可
の

期
間
か

ら

み
る

と
、

許
可

が
無

効
で

あ
る

か
の
よ

う
な

外
見

を
呈

す
る

こ
と
が

あ
る

。
こ

の
た

め
、

産
業
廃

棄
物

処
理

業
者

が
有

効
な

許
可

を
有

し
て
い

る
こ

と
を

排
出

事
業

者
等
が

判
断

で
き
る
よ

う
、

許
可
の

更
新

の
申

請
を

し
た

事
業

者
に

対
し

て
、
申

請
が

受
け

付
け

ら
れ

た
こ
と

が
わ

か
る

文
書

（
受

領
印
が

押
さ

れ
た

申
請

書
の

写
し

等
）

を
申

請
者
に

対
し

て
郵

送
に

よ
り

交
付
す

る
な

ど
、

地
方

公
共

団
体
の

実
情

に
応

じ
て

、
処

理
業

者
の

許
可

が
有
効

で
あ

る
こ

と
が

対
外

的
に
示

さ
れ

る
た

め
の

措
置

を
と
ら

れ
た

い
。

な
お

、
環

境
省

の
ウ

ェ
ブ

サ
イ
ト

に
お

い
て

、
更

新
の

許
可
の

申
請

が
受

け
付

け
ら

れ
て
い

る
間

は
従

前
の

許
可

が
引

き
続

き
有

効
で
あ

る
旨

を
掲

載
し

て
お

く
こ
と

と
す

る
の

で
、

活
用

さ
れ
た

い
。
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２
資

第
号

令
和

２
年

年
５

月
日

長
野

県
行

政
書

士
会
長

様
 

 
長

野
県

環
境

部
資

源
循

環
推

進
課

長
 

 
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大

を
受

け
た

更
新

許
可

事
務

等
 

に
お
け
る
対
応
に
つ
い
て

（
通

知
）

本
県

の
廃

棄
物

行
政
に
つ
い
て
は
、
日
ご
ろ
か
ら
格
別
の
御
協

力
を

頂
き

、
厚

く
御

礼
申

し
上

げ
ま

す
。

さ
て

、
標

記
に

つ
い
て
、
令
和
２
年
５
月

日
付
け
環
循
適

発
第

号
で

環
境

省
環

境
再

生
・

資
源

循
環

局
廃

棄
物

適
正

処
理

推
進
課
長

か
ら
別
添
の
と
お
り
通
知
が
あ
り

ま
し

た
。

 
つ

き
ま

し
て

は
、
内
容
を
御
確
認
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
一
般
廃

棄
物

処
理

に
お

け
る

許
可

の
更

新
等

の
事

務
に

お

い
て

参
考

と
す

る
よ

う
貴
会
員
に
周
知
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い

し
ま

す
。

 
な

お
、

市
町

村
等
廃
棄
物
行
政
担
当
部
局

へ
は
別
添
写
し
の
と

お
り

通
知

し
ま

し
た

の
で

、
申

し
添

え
ま

す
。

 
                      

 

長
野
県

環
境

部
資

源
循

環
推

進
課

 
課
長

：
伊

東
 和

徳
 

担
当

：
牛

山
健

 
電

話
：

０
２

６
－

２
３

５
－

７
１

８
７

（
直

通
）

 
Ｆ
Ａ
Ｘ
：

０
２

６
－

２
３

５
－

７
２

５
９

 
Ｅ
メ
ー

ル
：

 

環
循

適
発

第
20

05
12

1
号
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  

令
和

２
年

５
月

1
2
日
 

 各
都
道
府
県
・
各
政
令
市
廃
棄
物
行
政
主
管
部
（
局
）
長
 
殿
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 

 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 

環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
課
長
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 

（
公
印
省
略
）
 

 
 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
を
受
け
た
 

更
新
許
可
事
務
等
に
お
け
る
対
応
に
つ
い
て
（
通
知
）
 

  
廃
棄
物
行
政
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
か
ね
て
か
ら
御
尽
力
い
た
だ
き
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
る

。
 

新
型

コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル

ス
感

染
症

の
ま

ん
延

防
止

の
た
め

の
取

組
が

全
国

で
進
め

ら
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で

あ
る

が
、

日
々
の

国
民
の

生
活

や
経
済

活
動
を

支
え
る

必
要

不
可
欠

な
社
会

イ
ン

フ
ラ

で
あ

る
廃

棄
物
処

理
事

業
を

安
定
的

に
継
続

さ
せ

る
た
め

に
も
、

一
般
廃

棄
物

処
理

業
の

許
可

の
更
新

の
申

請
等
の

た
め
に

庁
舎
に
赴
い
て
対
面
で
の
申
請
行
為
を
す
る
こ
と
や
、
申
請
の
た
め

の
添
付
書
類
を
用
意
す
る
こ
と
が
、
ま

ん
延
防
止
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
、
申
請
の
受
付
方
法
や
添
付
書
類
に
つ
い
て
、
適
切
な
対
応
を
行
う
必

要
が
あ
る
。
 

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
伴
い
、
一
般
廃
棄
物
処
理
業
者
の
事
務
に
も
影
響

が
出

て
い

る
と
考

え
ら
れ

る
と

こ
ろ
で

あ
り

、
そ

の
負

担
を

な
る
べ

く
軽
減

す
る
こ

と
が

望
ま
し

い
こ
と

か
ら
、
許
可
の
更
新
の
た
め
の
事
務
等
に
係
る
留
意
事
項
や
申
請
手
法
等
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
通
知
す

る
。
な
お
、
郵
送
に
よ
る
申
請
等
に
つ
い
て
は
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
の
状

況
に

限
ら

ず
活
用

で
き
る

よ
う

、
こ
れ

を
機
に

許
認
可

事
務

の
合
理

化
の
一

環
と
し

て
一

層
の
促

進
を
検

討
さ
れ
た
い
。
 

な
お
、
本
通
知
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和

22
 
年
法
律
第

67
 
号

）
第

2
4
5 
条
の
４
第

１
項
の
規
定
に
基

づ
く
技
術
的
な
助
言
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。
 

 

記
 

 一
 
従
前
の
許
可
が
有
効
で
あ
る
こ
と
等
に
つ
い
て
 

行
政
手
続
法
（
平
成
５
年
法
律
第

88
号
）
第

7
条
は
、
申
請
が
行
政
庁
の
事
務
所
に
到
達
し
た
と
き

は
遅
滞
な
く
当
該
申
請
の
審
査
を
開
始
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
し
て
い
る
が
、
一
方
で
、
廃
棄
物
の
処

理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

4
5
年
法
律

1
37

号
）
第
７
条
第
３
項
及
び
第
８
項
で
は
、
一
般
廃

棄
物
処
理
業
の
許
可
の
更
新
に
関
し
、
行
政
庁
が
処
分
す
る
ま
で
の
間
は
、
従
前
の
許
可
の
有
効
期
限
の

満
了
後
も
当
該
許
可
が
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
と
し
て
い
る
（
以
下
「
有
効
期
間
延
長
の
規
定
」
と
い
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う
。
）
と
こ
ろ
で
あ
る
（
別
添
）
。
 

か
か

る
有
効

期
間
延

長
の

規
定

を
適

用
す

る
場
合

に
あ

っ
て

は
、

許
可

証
で

明
示
さ

れ
た

許
可

の
期

間

か
ら
み
る
と
、
許
可
が
無
効
で
あ
る
か
の
よ
う
な
外
見
を
呈
す
る
こ
と
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、
一
般
廃
棄
物

処
理

業
者

が
有
効

な
許
可

を
有

し
て
い

る
こ
と

を
対
外

的
に

判
断

で
き

る
よ

う
、
許

可
の

更
新
の

申
請
を

し
た
事
業
者
に
対
し
て
、
申
請
が
受
け
付
け
ら
れ
た
こ
と
が
わ
か
る
文
書
（
受
領
印
が
押
さ
れ
た
申
請
書
の

写
し
等
）
を
申
請
者
に
対
し
て
郵
送
に
よ
り
交
付
す
る
な
ど
、
地
方
公
共
団
体
の
実
情
に
応
じ
て
、
処
理
業

者
の
許
可
が
有
効
で
あ
る
こ
と
が
対
外
的
に
示
さ
れ
る
た
め
の
措
置
を
と
ら
れ
た
い
。
 

 二
 
郵
送
に
よ
る
申
請
に
つ
い
て
 

一
般

廃
棄
物

処
理
業

の
更
新
許

可
事

務
等

に
お
い

て
は
、

窓
口

に
よ
る

対
面
で

の
対
応
に

よ
る

こ
と

を
推
奨
し
て
い
る
地
方
公
共
団
体
も
あ
る
と
考
え
る
が
、
こ
の
よ
う
な
地
方
公
共
団
体
に
あ
っ
て
も
、
少

な
く

と
も
新

型
コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
ま
ん

延
防

止
に

取
り

組
ん

で
い
る

間
に

お
い

て
は

、
郵

送

に
よ
る
申
請
を
積
極
的
に
推
奨

さ
れ
た
い
。
こ
の
際
、
仮
に
全
て
の
申
請
を
郵
送
で
受
け
付
け
る
こ
と
が

難
し
い
等
の
事
情
が
あ
る
の
で
あ
れ
ば
、
例
え
ば
一
般
廃
棄
物
処
理
業
者
の
負
担
の
軽
減
の
観
点
か
ら
、

特
に

遠
方

の
一

般
廃

棄
物

処
理

業
者

か
ら

の
申
請

に
つ

い
て

は
、

郵
送

に
よ
る

申
請

を
推

奨
す

る
等

の

対
応
も
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
許
可
の
有
効
期
限
の
到
来
が
間
近
で
、
郵
送
に
よ
る
申
請
に
よ
っ
て
は
許

可
の

更
新
が

間
に
合

わ
な

い
と

予
想

さ
れ

る
場
合

に
つ

い
て

は
郵

送
に

よ
る
申

請
の

推
奨

の
対

象
と

は

し
な
い
な
ど
、
各
地
方
公
共
団
体

の
実
情
に
合
わ
せ
た
柔
軟
な
対
応
を
図
ら
れ
た
い
。
 

 三
 
電
子
メ
ー
ル
等
を
利
用
し
た
申
請

に
つ
い
て
 

 
 
郵
送
と
あ
わ
せ
て
、
電
子

メ
ー
ル
等
を
利
用
し
た
申
請

に
つ
い
て
も
推
奨
さ
れ
た
い
。
 

地
方
公
共
団
体
に
よ
っ
て

は
、
申
請
書
の
ほ
か
、
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

（
昭
和

46
年
厚
生
省
令
第

35
号
）
第
２
条
の
２
及
び
第
２
条
の
４
に
規
定
す
る
一
般
廃
棄
物
収
集
運

搬
及

び
処
分

業
の
許

可
の

基
準

の
適

合
に

係
る
判

断
の

た
め

の
添

付
書

類
の
提

出
も

必
要

と
さ

れ
て

い

る
と
こ
ろ
、
申
請
書
や

添
付
書
類
を
電
子
的
に
送
付
し
て
行
う
申
請
に
あ
っ
て
は
、
申
請
書

や
添
付
書
類

が
真

正
で
あ

る
こ
と

の
確

認
が

で
き

な
い

等
の
理

由
に

よ
り

、
審

査
事

務
を
完

了
す

る
こ

と
が

困
難

な

場
合
も
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
申
請
書
に
つ
い
て
は
電
子
署
名
を
活
用
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
が
、
そ

れ
が
難
し
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
の
一
環
と
し
て
、
申

請
の

受
付
に

つ
い
て

は
電

子
メ

ー
ル

を
利

用
し
て

行
い

、
審

査
事

務
自

体
は
後

日
補

正
を

活
用

す
る

な

ど
に

よ
り
適

切
に

行
う
こ

と
と

し
て

、
有

効
期
間

延
長

の
規

定
を

適
用

す
る
と

い
っ

た
対

応
も

考
え

ら

れ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
、
後
日
原
本
と
照
合
す
る
な
ど
し
て

真
正
性
を
確

認
す
る
よ
う
留
意
さ
れ
た
い
。

 

 
 

ま
た

、
法

令
上

添
付

書
類

の
提
出

が
義
務

付
け
ら

れ
て

い
る
一

般
廃
棄

物
処
理

施
設

の
設
置

の
許
可

申
請
等
に
お
い
て
も
、
申
請
書
及
び
添
付
書
類
に
つ
い
て
同
様
の
取
扱
い
を
す
る
よ
う
留
意
さ
れ
た
い
。 

 四
 
添
付
書
類
に
つ
い
て
 

申
請
に
係
る
事
務
に
当
た
っ
て
は
、
添
付
書
類
の
不
備
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
こ
と
を
も
っ

て
直

ち
に

申
請

を
却

下
又

は
不

許
可

と
す

る
の
で

は
な

く
、

申
請

を
受

け
付
け

た
上

で
補

正
を

指
示

す

る
こ
と
で
、
有
効
期
間
延
長
の
規
定
を
適
用
す
る
と
い
っ
た
対
応
を

検
討
さ
れ
た
い
。
た
だ
し
、
業
者
が

自
ら
単
独
で
作
成
で
き
る
書
類
な
ど
、
現
状
で
用
意
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
可
能
な
限

り
添
付
し
た
上
で
申
請
を
す
る
こ
と
が

、
一
般
廃
棄
物

処
理
業
者
に
は
求
め
ら
れ
る
。
 

不
備
の
あ
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
後
日

、
郵
送
又
は
窓
口
に
持
参
す
る
等
の
方
法
に
よ
り
、
最
終
的
に

は
提
出
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
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廃
棄

物
処
理

業
の
許
可

に
関

す
る

お
知
ら
せ

 

 

環
境

省
環

境
再

生
・

資
源

循
環

局
 

 

一
般

廃
棄

物
及

び
産

業
廃

棄
物

処
理

業
の

許
可

の
更

新
に

関
し

て
は

、
廃

棄
物

の
処

理
及

び
清

掃
に

関
す

る
法

律
（

昭
和

4
5
年

法
律

第
1
3
7
号

。
以

下
「

法
」
と

い
う

。）
第

７
条

第
３

項
、
第

７
条

第
８

項
、
第

1
4
条

第
３

項
、
第

1
4
条

第
８

項
、
第

1
4
条

の
４

第
３

項
及

び
第

1
4
条

の
４

第
８

項
の

規
定

に
よ

り
、

許
可

の
更

新
の

申
請

に
当

た
っ

て
、

行
政

庁
に

よ
る

処

分
が

さ
れ

る
ま

で
の

間
は

、
従

前
の

許
可

の
有

効
期

間
の

満
了

後
も

当
該

許
可

が
な

お
そ

の

効
力

を
有

す
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

 

こ
の

た
め

、
一

般
廃

棄
物

及
び

産
業

廃
棄

物
処

理
業

者
の

有
す

る
許

可
証

に
記

載
さ

れ
て

い
る

有
効

期
限

が
切

れ
て

い
る

場
合

で
も

、
既

に
そ

の
許

可
の

更
新

の
申

請
が

受
け

付
け

ら

れ
、

地
方

公
共

団
体

に
よ

る
審

査
が

さ
れ

て
い

る
間

は
、

許
可

は
引

き
続

き
有

効
で

す
。

 

地
方

公
共

団
体

に
お

い
て

は
、

許
可

の
更

新
申

請
を

受
け

付
け

た
旨

の
文

書
を

申
請

者
に

交
付

し
て

い
る

場
合

が
あ

り
ま

す
の

で
、
こ

れ
に

よ
っ

て
、
廃

棄
物

の
処

理
業

者
が

し
た

許
可

の
更

新
の

申
請

が
受

け
付

け
ら

れ
て

い
る

か
ど

う
か

を
確

認
す

る
こ

と
が

で
き

ま
す

。
 

詳
し

く
は

、
一

般
廃

棄
物

に
つ

い
て

は
市

町
村

の
一

般
廃

棄
物

担
当

部
局

へ
、
産

業
廃

棄
物

に
つ

い
て

は
都

道
府

県
（

い
わ

ゆ
る

政
令

指
定

都
市

又
は

中
核

市
に

あ
っ

て
は

、
市

）
の

産
業

廃
棄

物
担

当
部

局
へ

お
問

い
合

わ
せ

く
だ

さ
い

。
 

 

別
添

 

２
資
第

76
号
 

令
和
２
年
(
20
2
0
年
)
５
月

13
日
 

 市
町

村
長

 
一
部
事
務
組
合
管
理
者
 
 
様
 

 
広

域
連

合
長

 
長
野
県
環
境
部
長
 

 
 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
を
受
け
た
更
新
許
可
事
務
等

 
に
お
け
る
対
応
に
つ
い
て
（
通
知
）
 

  
本
県
の
廃
棄
物
行
政
に
つ
い
て
は
、
日
ご
ろ
か
ら
格
別
の
御
協
力
を
頂
き
、
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

 
 
さ
て
、
標
記
に
つ
い
て
、
令
和
２
年
５
月

12
日
付
け
環
循
適
発
第

2
00

51
21

号
で
環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環

局
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
課
長
か
ら
別
添
の
と
お
り
通
知
が
あ
り
ま
し
た
。

 
 
つ
い
て
は
、
一
般
廃
棄
物
処
理
に
お
け
る
許
可
の
更
新
等
の
事
務
の
際
に
参
考
と
し
て
く
だ
さ
い
。
 

             

 
長
野
県
環
境
部
資
源
循
環
推
進
課

 
 
課
長
：
伊
東

 和
徳

 
担
当
：
牛
山
 
健

 
電
 
話
：
 
０
２
６
－
２
３
５
－
７
１
８
７
（
直
通
）
 

 
Ｆ
Ａ
Ｘ
：
 
０
２
６
－
２
３
５
－
７
２
５
９

 
Ｅ
メ
ー
ル
：
ju
nk
an

@p
re
f.
n
ag
an
o.
lg
.j
p 

写
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２
資

第
号

令
和

２
年

（
年

）
５
月

日
 

  
長

野
県

行
政

書
士

会
長

様
 

 
長

野
県

環
境

部
資

源
循

環
推

進
課

長
 

  
新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
対

処
す

る
た

め
の
廃

棄
物

の
処

理
及

び
清

掃
に

関
す

る

法
律

施
行

規
則

の
特

例
を

定
め

る
省

令
の

施
行

に
つ
い

て
（

通
知

）

日
頃

よ
り

、
本

県
の

廃
棄

物
行

政
に

御
理

解
、

御
協

力
を
賜

り
厚

く
御

礼
申

し
上

げ
ま

す
。

さ
て

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

対
処

す
る

た
め

の
廃

棄
物

の
処

理
及

び
清

掃
に

関
す

る
法

律

施
行

規
則

の
特

例
を

定
め

る
省

令
（

令
和

２
年

環
境

省
令

第
号

）
が

令
和

２
年

５
月

日
に

公
布

さ

れ
、

一
部

を
除

き
同

日
か

ら
施

行
さ

れ
た

旨
、

別
添

の
と

お
り

、
環

境
省

環
境

再
生

・
資

源
循

環
局

廃
棄

物
適

正
処

理
推

進
課

長
及

び
廃

棄
物

規
制

課
長

か
ら

通
知

が
あ

り
ま

し
た

。

当
該

省
令

の
内

容
は

下
記

の
と

お
り

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

よ
る

緊
急

事
態

宣
言

が
解

除

さ
れ

る
ま

で
の

間
に

履
行

期
限

が
到

来
す

る
た

め
に

、
そ

の
履

行
に

大
き

な
影

響
が

発
生

す
る

次
の

義
務

等
に

つ
い

て
履

行
期

限
の

延
長

を
行

う
な

ど
の

特
例

を
定

め
た

も
の

で
す

。

つ
き

ま
し

て
は

、
当

該
特

例
の

適
用

に
つ

い
て

貴
協

会
員
に

周
知

い
た

だ
き

ま
す

よ
う

お
願

い
し

ま
す

。

記

１
各
種

の
変

更
の

届
出

の
提

出
期

限
に

関
す

る
特

例

一
般

廃
棄

物
及

び
産

業
廃

棄
物

処
理

業
の

許
可

並
び

に
再

生
利

用
、

広
域

的
な

処
理

及
び

無
害

化
処

理
に

係
る

大
臣

認
定

を
受

け
た

事
項

に
変

更
が

あ
っ

た
と
き

等
に

必
要

な
変

更
届

の
提

出
期

限
を

延
長

（
原

則
日
以

内
→

日
以

内
）

。

２
定
期

検
査

に
関

す
る

特
例

一
般

廃
棄

物
及

び
産

業
廃

棄
物

処
理

施
設

の
定

期
検

査
が

で
き

な
か

っ
た

場
合

に
は

、
当

該
施

設
が

設
置

さ
れ

て
い

る
都

道
府

県
の

緊
急

事
態

解
除

宣
言

の
日
か

ら
起

算
し

て
４

月
以

内
に

行
え

ば
よ

い
こ

と
と

す
る

。

３
年

次
報

告
等

に
関

す
る

特
例

次
の

報
告

等
の

提
出

期
限

は
通

常
毎

年
度

６
月

末
ま

で
と

さ
れ

て
い

る
が

、
令

和
２

年
度

に
行

う
報

告
等

に
つ

い
て

は
令

和
２

年
月

末
ま
で

延
長

。

（
１

）
再

生
利

用
、

広
域

的
な

処
理

及
び

無
害

化
処

理
に

係
る

大
臣

認
定

を
受

け
た

者
が

行
う

処
理

の
実

績
報

告

（
２

）
多

量
排

出
事

業
者

の
廃

棄
物

処
理

計
画

及
び

実
績

の
年

次
報

告

 （
３

）
産

業
廃

棄
物

管
理
票
（
以
下
、
「
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
」

と
い
う
。
）
の
交
付
状
況
の
年
次
報
告

４
産

業
廃

棄
物

の
保
管
の
届
出
に
関
す
る
特
例

排
出

事
業

者
が
自
ら
排
出
す
る
産
業
廃
棄
物
（
建
設
工
事
に
伴
い
生
ず
る
も
の
）
を
事
業
場
外
に
お
い

て
保

管
す

る
と

き
は
通
常
は
事
前
に
届
出
が
必
要
だ
が
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス

感
染

症
を

含
む
。
）
に

よ
る
処
理
施

設
の
運
転
の

停
止
そ
の
他

の
新
型
イ
ン

フ
ル
エ
ン
ザ

等
に

起
因

す
る

や
む

を
得

な
い
理
由
に
よ
り
行
う
場
合
に
は
事
後
届
出
で
よ
い
こ
と
と
す
る

。

５
マ

ニ
フ

ェ
ス

ト
に
関
す
る
特
例

（
１

）
運

搬
受

託
者
及
び
処
分
受
託
者
が
廃
棄
物
の
処
理
を
し
た
際
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
交
付
者
へ
の
そ
の

写
し

の
送

付
期

限
を
延
長
（
原
則

日
以
内
→

日
以
内
）

（
２

）
電

子
マ

ニ
フ

ェ
ス
ト
に
つ
い
て
も
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
と
同
様
に
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー
へ
の
報
告
期
限

を
延

長
（

休
日
等
を
除
く
３
日
以
内
→

日
以
内
）

６
マ

ニ
フ

ェ
ス

ト
が
返
送
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
等
に
排
出
事
業
者
等
に
義
務
が
生
じ
る
ま
で
の
期
間
に

関
す

る
特

例

（
１

）
マ

ニ
フ

ェ
ス

ト
交
付
者
が
、
そ
の
写
し
の
送
付
を
受
け
な
い
こ
と
に
よ
り
産
業
廃
棄
物
の
処
理
の

状
況

の
把

握
等

を
す
べ
き
義
務
を
負
う
ま
で
の
期
限
を
延
長
（
運
搬
受
託
者
若
し
く
は
処
分
受
託
者

か
ら

の
写

し
の

送
付

日
→

日
、
最
終
処
分
終
了
の
写
し

の
送
付

日
→

日
）

（
２

）
電

子
マ

ニ
フ
ェ
ス
ト
に
つ
い
て
は
、
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー
が
運
搬
受
託
者
又
は
処
分
受
託
者
か
ら

の
報

告
を

受
け
る
ま
で
の
期
間
を
延
長
。
（
運
搬
受
託
者
若
し
く
は
処
分
受
託
者
か
ら
の

報
告

日

→
日

、
最
終

処
分
終
了
の
報
告

日
→

日
）

※
３

以
外

の
規

定
に
つ
い
て
は
緊
急
事
態
宣
言
が
さ
れ
た
日
（
令
和
２
年
４
月
７
日
）
に
遡
及
し
て
適
用

 
資
源
循
環
推
進
課

廃
棄
物
審
査
係

 
課

長
伊
東

和
徳

担
当

山
崎

千
晴

電
話
：
０
２
６
－
２
３
５
－
７
１
６
４
（
直
通
）

行
政
無
線
：
８
－
２
３
１
－
２
８
２
９

Ｆ
Ａ
Ｘ
：
０
２
６
－
２
３
５
－
７
２
５
９
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1 
  

環
循

適
発

第
20

05
15

2
号

 
 

環
循

規
発

第
20

05
15

1
号

 
令

和
２

年
５

月
15

日
 

各
都
道
府
県
・
各
政
令
市

一
般
廃
棄
物
行
政
主
管
部

(局
)長

 殿
 

各
都
道
府
県
・
各
政
令
市
産
業
廃
棄
物
行
政
主
管
部

(局
)長

 殿
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
課
長

  
廃
棄
物
規
制
課
長

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
公

印
省

略
）

 
 

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
処
す
る
た
め
の
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る

 
法
律
施
行
規
則
の
特
例
を
定
め
る
省
令

の
施
行
に
つ
い
て
（
通
知
）

 
  
廃
棄
物
行
政
の
推
進
に
つ
い
て
は
、
か
ね
て
よ
り
格
別
の
御
尽
力
を
い
た
だ
き
御
礼
申
し
上
げ
る
。

 
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ
ル

ス
感

染
症

に
対

処
す

る
た
め

の
廃

棄
物

の
処

理
及

び
清
掃

に
関

す
る

法
律

施
行

規

則
の
特
例
を
定
め
る
省
令

（
令
和
２
年
環
境
省
令
第

16
号
）
が
令
和
２
年
５
月

15
日
に
公
布
さ
れ
、
同

日
か

ら
施

行
（
下

記
の
三

の
年

次
報
告

等
に

関
す

る
特

例
以

外
の
特

例
に
つ

い
て
は

令
和

２
年

４
月

７
日

に
遡
及
し
て
適
用
）
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

 
つ
い
て
は
、
下
記
事
項
に
留
意
の
上
、
貴
管
内
市
町
村
、
排
出
事
業
者
及
び
廃
棄
物
処
理
業
者

に
周
知
い

た
だ
き
、
そ
の
運
用
に
遺
漏
な
き
を
期
さ
れ
た
い
。
な
お
、
こ
れ
の
特
例
制
度
の
対
象
と
な
る
義
務
で
あ
っ

て
も
、
履
行
に
特
段
の
支
障
が
な
け
れ
ば
、
そ
の
義
務
の
原
則
通
り
の
履
行
を
し
て
差
し
支
え
な
い
こ
と
は

言
う
ま
で
も
な
い
。
 

本
通
知
は
、
地
方
自
治
法
（
昭
和

22
年
法
律
第

67
号
）
第

24
5
条
の
４
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
く
技

術
的
な
助
言
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。

 
 

記
 

 一
 
各
種
の
変
更
の
届
出

の
提
出
期
限
に
関
す
る
特
例

 
 
次
に
掲
げ
る
変
更
届
の
提
出
に
つ
い
て
は
、
通
常
、
そ
の
変
更
が
あ
っ
た
日
か
ら

10
日
（
登
記
事
項
証

明
書
を
添
付
す
べ
き
場
合
に
あ
っ
て
は

30
日
）
以
内
に
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
緊
急
事
態
宣
言
期

間
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成

24
年
法
律
第

31
号
）
附
則
第
１
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
い
う
。）

に
つ
い
て
新
型

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
第

32
条
第
１
項
に
規
定
す
る
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
緊
急
事
態

宣
言

が
な

さ
れ
た

令
和
２

年
４

月
７
日

か
ら
、

同
条
第

５
項

に
規
定

す
る
新

型
イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
等

緊
急

事
態
宣
言
が
全
都
道
府
県
の
区
域

に
つ
い
て
解
除
さ
れ
る
ま
で
の
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
こ
の
届
出

 

2 
 の
期
限
が
到
来
す
る
場
合

は
、
変
更
が
あ
っ
た
日
か
ら

30
日
以
内
に
行
え
ば
よ
い
こ
と
と

さ
れ
た
。
こ
の

提
出
期
限
の
延
長
措
置
は
、
緊
急
事
態
宣
言
が
な
さ
れ
て
い
る
間
は
、
た
と
え
そ
の
対
象
と
な
る
区
域
が
全

国
の
一
部
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
全
国
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
。
ま
た
、
届
出
に
必
要
な
添
付
書
類
に

つ
い
て
は
、
七
に
示
す
と
お
り
、
柔
軟
な
対
応
を
と
ら
れ
た
い
。

 
 

１
 
廃

棄
物
処

理
業
の

許
可

に
係
る

軽
微
な

変
更
の

届
出

（
廃
棄

物
の
処

理
及
び

清
掃

に
関
す

る
法
律

（
昭
和

45
年
法
律

13
7
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
７
条
の
２
第
３
項
（
法
第

14
条
の
２
第
３

項
及
び
第

14
条
の
５
第
３
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
）

 
 

２
 
廃

棄
物
の

再
生
利

用
、

広
域
的

な
処
理

及
び
無

害
化

処
理
に

係
る

認
定

に
つ

い
て

の
軽
微

な
変
更

の
届
出
（
法
第
９
条
の
８
第
８
項
（
法
第

15
条
の
４
の
２
第
３
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
、
第
９
条
の
９
第
８
項
（
法
第

15
条
の
４
の
３
第
３
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
９
条
の

10
第
６
項
（
法
第

15
条
の
４
の
４
第
３
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
））

 
 二
 
定
期
検
査
に
関
す
る
特
例

 
 
法
第
８
条
の
２
の
２
第
１
項
及
び
第

15
条
の
２
の
２
第
１
項
の
定
期
検
査
は
、
直
近
に
行
わ
れ
た
検
査

の
日
か
ら
５
年
３
月
以
内
に
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
緊
急
事
態

宣
言
期
間
中
（
令
和
２
年
４
月
７
日

以
降

、
そ

の
処
理

施
設
が

所
在

す
る
都

道
府
県

の
区
域

が
緊

急
事
態

宣
言
の

対
象
と

な
っ

て
い
る

期
間
に

限
る
。）

及
び
当
該
緊
急
事
態
宣
言
期
間
が
終
了
し
て
か
ら
４
月
を
経
過
す
る
ま
で
の
間
に
こ
の
期
限
を
迎

え
る
場
合
に
は
、
そ
の
４
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
定
期
検
査
を
受
け
れ
ば
よ
い
こ
と
と
さ
れ
た
。
た

だ
し
、
そ
の
都
道
府
県
の
区
域
に
お
い
て
緊
急
事
態
宣
言
が
解
除
さ
れ
て
い
る
場
合
で
も
、
例
え
ば
検
査
に

必
要

な
人

員
の
移

動
が
で

き
な

い
な
ど

検
査
を

受
け
る

こ
と

が
困

難
と

認
め

ら
れ
る

と
き

は
、
全

国
に
つ

い
て

緊
急

事
態
宣

言
期
間

が
終

了
し
て

か
ら
４

月
を
経

過
す

る
日

ま
で

に
定

期
検
査

を
受

け
れ
ば

よ
い
こ

と
と
さ
れ
た
。
検
査
を
受
け
る
こ
と
が
困
難
か
否
か
は
、
都
道
府
県
知
事
（
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関

す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和

46
年
政
令
第

30
0
号
）
第

27
条
第
１
項
に
規
定
す
る
指
定
都
市
の
長
等
を
含

む
。
四
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
判
断
さ
れ
た
い
。
な
お
、
こ
の
特
例
の
対
象
と
な
る
場
合
で
あ
っ
て

も
定

期
検

査
の
実

施
に
支

障
が

な
い
場

合
に
は

定
期
検

査
を

受
け

る
こ

と
が

で
き
る

こ
と

は
言
う

ま
で
も

な
い
。

 
 三
 
年
次
報
告
等
に
関
す
る
特
例

 
 
次
に
掲
げ
る
報
告
等
は
、
毎
年
度
６
月

30
日
ま
で
に
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
令
和
２
年
度
中
の

提
出
に
つ
い
て
は
、

10
月

31
日
ま
で
に
行
う
こ
と
と
さ
れ
た
。
な
お
、
こ
の
延
長
措
置
は
、
報
告
等
の
内

容
の

変
更

を
伴
う

も
の
で

は
な

い
の
で

、
例
え

ば
１
の

処
理

の
状

況
の

報
告

は
令

和
元

年
度

の
実

績
に
つ

い
て
行
う
。

 
 
１
 
廃
棄
物
の
再
生
利
用
、
広
域
的
な
処
理
及
び
無
害
化
処
理
に
係
る
認
定
に
つ
い
て
の

状
況
の
報
告

（
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和

46
年
厚
生
省
令
第

35
号
。
以
下
「
規

則
」
と
い
う
。
）
第
６
条
の

12
（
規
則
第

12
条
の

12
の
７
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）、

第
６
条
の

24
（
規
則
第

12
条
の

12
の

13
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含



─ 19 ─

 

3 
 

む
。
）
及
び
第
６
条
の

24
の

16
（
規
則
第

12
条
の

12
の

19
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
））

 
 
２
 
多
量
排
出
事
業
者
の
産
業
廃
棄
物
の
処
理
に
係
る
計
画
の
提
出
（
法
第

12
条
第
９
項
及
び
第

12
条
の
２
第

10
項
）
及
び
当
該
計
画
の
実
施
の
状
況
の
報
告
（
法
第

12
条
第

10
項
及
び
第

12
条
の

２
第

11
項
）

 
 
３
 
管
理
票
交
付
者
の
管
理
票
に
関
す
る
報
告
書
の
提
出

（
法
第

12
条
の
３
第
７
項
）

 
 四
 
産
業
廃
棄
物
の
保
管
の
届
出
に
関
す
る
特
例

 
 

建
設
工

事
に
伴

い
生

ず
る
産

業
廃
棄

物
を
事

業
場

の
外
に

お
い
て

自
ら

保
管
し

よ
う
と

す
る

事
業

者
は

、

法
第

12
条
第
３
項
及
び
第

12
条
の
２
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
、
原
則
と
し
て
あ
ら
か
じ
め

そ
の
旨
を
都

道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
緊
急
事
態
宣
言
期
間
に
お
い
て
行
う
保
管
で
あ
っ
て
、
新

型
イ

ン
フ

ル
エ
ン

ザ
等

に
よ
る

処
理
施

設
の
運

転
の
停

止
そ

の
他
の

新
型
イ

ン
フ
ル

エ
ン

ザ
等
に

起
因

す

る
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り
行
う
場
合
に
は
、
法
第

12
条
第
４
項
及
び
第

12
条
の
２
第
４
項
の
規
定

に
よ
る
事
後
の
届
出
で
足
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
こ
の
措
置
は
、
緊
急
事
態
宣
言
が
な
さ
れ
て
い
る
間
は
、
た

と
え
そ
の
対
象
と
な
る
区
域
が

全
国
の
一
部
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
全
国
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
。

 
「
や
む
を
得
な
い
理
由
」
と
は
、
単
に
通
常
そ
の
廃
棄
物
を
処
理
し
て
い
る
処
理
施
設
が
通
常
通
り
の
稼

働
が

で
き

な
い
た

め
に

保
管
す

べ
き
廃

棄
物
の

量
が
増

大
し

て
事
業

場
で
の

保
管
が

容
易

で
な
く

な
る

と

い
う

だ
け

で
は
な

く
、
そ

の
産

業
廃
棄

物
を
他

の
処
理

施
設

に
お

い
て

処
分

又
は
保

管
す

る
こ
と

が
容
易

で
な
い
こ
と
を
い
う
。
た
だ
し
、
「
容
易
」
で
な
い
と
は
全
く
不
可
能
で
あ
る
こ
と
ま
で
求
め
る
も
の
で
は

な
く
、
例
え
ば
、
他
の
処
理
施
設
に
運
搬
す
る
と
通
常
時
に
比
べ
て
費
用
が
著
し
く
増
大
す
る
場
合
や
、
排

出
事

業
者

の
事
業

場
に
お

い
て

産
業
廃

棄
物
を

保
管
す

る
こ

と
で

生
活

環
境

の
保
全

上
支

障
が
生

ず
る
お

そ
れ
が
あ
る
場
合
等
に
は
、「

や
む
を
得
な
い
」
と
し
て
差
し
支
え
な
い
。

 
さ
ら
に
、
こ
の
よ
う
な
事
態
が
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
に
よ
り
も
た
ら
さ
れ
た
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
例
え
ば
、
通
常
廃
棄
物
を
処
理
し
て
い
る
処
理
施
設
に
お
い
て
次
の
よ
う
な
事
態
が
発
生
し
、

事
業
場
外
で
廃
棄
物
を
保
管
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
場
合
が

考
え
ら
れ
る
。

 
１

 
産

業
廃

棄
物
処

理
業

者
等

の
従

業
員

が
新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
感
染

し
、

又
は

濃
厚

接

触
者
と
な
り
出
勤
を
控
え
る
等
の
対
応
を
行
う
た
め
、
処
理
業
務
に
従
事
で
き
ず
、
処
理
能
力
が
低
下

し
、
又
は
処
理
事
業
が
停
止
し
た
場
合

 
２

 
マ

ス
ク

や
防
護

服
等

の
個

人
防

護
具

が
不
足

又
は

払
底

す
る

こ
と

等
に

よ
り

、
従
業

員
の

感
染

防

止
対
策
が
行
え
ず
収
集
・
運
搬
を
含
む
処
理
が
停
止
し
、
又
は
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
に
係
る
定
期
的

な
点
検
、
機
能
検
査
、
補
修
等
が
実
施
で
き
ず
、
当
該
処
理
施
設
を
安
全
に
運
転
で
き
な
く
な
っ
た
場

合
 

３
 

処
理
後

物
の
受

入
先

に
お

い
て

１
に

掲
げ
る

よ
う

な
事

態
が

発
生

し
た
た

め
、

や
む

を
得

ず
処

理

施
設
の
稼
働
率
を
低
下
さ
せ
た
場
合

 
４

 
１

に
あ

る
よ
う

な
処
理
施

設
の

処
理

能
力
の

低
下
又
は

処
理

事
業

の
停
止

に
起
因
し

て
、

当
該

施

設
で
処
理
す
る
予
定
で
あ
っ
た
産
業
廃
棄
物
を
他
の
処
理
施
設
で
受
け
入
れ
ざ
る
を
得
な
く

な
り
、
当

該
他
の
処
理
施
設
に
お
け
る
処
理
が
停
滞
し
た
場
合

 

 

4 
 

５
 

新
型
コ

ロ
ナ
ウ

イ
ル

ス
に

係
る

感
染

性
廃
棄

物
を

優
先

的
に

処
理

す
る
こ

と
に

よ
り

、
当

該
感

染

性
廃
棄
物
以
外
の
産
業
廃
棄
物
の
処
理
が
停
滞
し
た
場
合

 
 五
 
産
業
廃
棄
物
管
理
票
の
返
送
等
に
関
す
る
特
例

 
 
産
業
廃
棄
物
の
運
搬
受
託
者
又
は
処
分
受
託
者
は
、
法
第

12
条
の
３
第
３
項
、
第
４
項
若
し
く
は
第
５

項
又
は
第

12
条
の
５
第
６
項
の
規
定
に
よ
り
、
管
理
票
交
付
者
に
当
該
管
理
票
の
写
し
を
送
付
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
こ
の
送
付
は
、
処
理
を
終
了
し
、
又
は
管
理
票
の
写
し
の
送
付
を
受
け
た
日
か
ら

10
日
以

内
に
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
送
付
の
期
限
が
緊
急
事
態
宣
言
期
間
中
に
到
来
す
る
か
、
あ
る
い

は
緊
急
事
態
宣
言
期
間
内
に
処
理
を
終
了
し
、
又
は
管
理
票
の
写
し
の
送
付
を
受
け
た
場
合
に
は
、

30
日

以
内
に
送
付
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
こ
の
措
置
は
、
緊
急
事
態
宣
言
が
な
さ
れ
て
い
る
間
は
、
た
と
え
そ
の

対
象
と
な
る
区
域
が
全
国

の
一
部
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
全
国
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
。

 
 
ま
た
、
い
わ
ゆ
る
電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
を
用
い
る
場
合
に
は
、
運
搬
受
託
者
又
は
処
分
受
託
者
は
、
法
第

12
条
の
５
第
３
項
又
は
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
、
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
報
告
は
、
運
搬
又
は
処
分
を
終
了
し
た
日
か
ら
３
日
（
休
日
等
を
除
く
。
）
以
内
に
す
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
が
、
こ
の
報
告
の
期
限
が
緊
急
事
態
宣
言
期
間
内
に
到
来
す
る
か
、
あ
る
い
は
緊
急
事
態
宣
言
期
間

内
に
運
搬
又
は
処
分
を
終
了
し
た

場
合
に
は
、
運
搬
又
は
処
分
の
日
か
ら

30
日
以
内
に
送
付
す
る
こ
と
と

さ
れ
た
。

 
 

こ
の
送

付
等

期
限

の
延

長
措

置
は
、

新
型
コ

ロ
ナ
ウ

イ
ル

ス
感
染

症
へ
の

感
染
が

発
生

し
た
事

業
場

に

お
い

て
操

業
が
停

止
し
た

場
合

に
、
既

に
処
理

を
終
え

た
廃

棄
物

に
係

る
管

理
票

を
ま
だ

送
付

等
し

て
い

な
か

っ
た

場
合
や

、
処
理

は
継

続
し
つ

つ
も
新

型
コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
感
染

拡
大

防
止
策

の
一
環

と
し

て
事

務
職
員

の
作
業

量
を

抑
え
て

い
る
場

合
等
に

活
用

す
る

こ
と

を
想

定
し
て

い
る

。
こ
の

よ
う
な

事
情
が
な
く
、
管
理
票
の
送
付
等
が
支
障
な
く
行
う
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
期
限
の
延
長
に
か
か
わ
ら
ず
、

速
や
か
な
送
付
等
に
努
め

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
こ
の
特
例
措
置
を
利
用
し
て
管
理
票
の
送
付
等

が
遅

れ
る

場
合
に

は
、

処
理

を
委

託
し

た
排
出

事
業
者

等
に

お
い
て

は
そ
の

委
託
し

た
産

業
廃
棄

物
の
処

理
状
況
が
把
握
し
に
く
く
な
る
。
こ
の
た
め
、
例
え
ば
処
理
施
設
の
操
業
が
一
時
停
止
し
た
よ
う
な

場
合
に

は
そ
の
旨
を
排
出
事
業
者
に
伝
え
る
な
ど
、
情
報
の
共
有
に
努
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

。
 

 六
 

管
理

票
が
返

送
さ
れ

な
か

っ
た
場

合
等
に

排
出
事

業
者

等
に
義

務
が
生

じ
る
ま

で
の

期
間

に
関

す
る

特
例

 
 
管
理
票
交
付
者
は
、
管
理
票
の
交
付
の
日
か
ら

90
日
（
最
終
処
分
に
係
る
も
の
は

18
0
日
）
以
内
に
管

理
票

の
写

し
の
送

付
を
受

け
な

い
と
き

は
、
生

活
環
境

の
保

全
上

の
支

障
の

除
去
等

の
た

め
に
必

要
な
措

置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
い
わ
ゆ
る
電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
を
使
用
す
る
場
合

に
お
い
て
、
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー
が
、
事
業
者
が
産
業
廃
棄
物
の
委
託
に
係
る
情
報
を
登
録
し
た
日
か
ら

90
日
（
最
終
処
分
に
係
る
報
告
は

18
0
日
）
以
内
に
処
分
が
終
了
し
た
旨
の
報
告
を
受
け
な
い
場
合
に
お
い

て
、
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー
か
ら
そ
の
旨
の
通
知
を
受
け
た
事
業
者
は
、
生
活
環
境
の
保
全
上
の
支
障
の
除
去

等
の
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。

 
 

こ
の
管

理
票
の

写
し
の

送
付

等
の
期

限
が
緊

急
事
態

宣
言

期
間
中

に
到
来

す
る
か

、
又

は
緊
急

事
態
宣
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 言
期
間
内
に
管
理
票
を
交
付
し
、
若
し
く
は
情
報
処
理
セ
ン
タ
ー
に

情
報
を
登
録
し
た
場
合
に
は
、
こ
の
期

間
を
延
長
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
通
常

90
日
と
な
っ
て
い
る
期
限
は

12
0
日
に
、
通
常

18
0
日
と
な
っ
て
い
る
期
限
は

24
0
日
と
な
る
。
た
だ
し
、
特
別
管
理
産
業
廃
棄
物
の
中
間
処
分
に
つ
い

て
は
、
期
限
は
通
常
ど
お
り

60
日
の
ま
ま
で
あ
る
。
こ
の
措
置
は
、
緊
急
事
態
宣
言
が
な

さ
れ
て
い
る
間

は
、
た
と
え
そ
の
対
象
と
な
る
区
域
が

全
国
の
一
部
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
全
国
に
お
い
て
適
用
さ
れ

る
。

 
 七
 
書
類
の
提
出
等
に
関
す
る
柔
軟
な
対
応
に
つ
い
て

 
 
一
般
廃
棄
物
処
理
業
の
許
可
の
更
新
等
に
つ
い
て
は
、「

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
を

受
け
た
更
新
許
可
事
務
等
に
お
け
る
対
応
に
つ
い
て
（
通
知
）
」（

令
和
２
年
５
月

12
日
付
け
環
循
適
発
第

20
05

12
1
号
環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃
棄
物
適
正
処
理
推
進
課
長
通
知
）
に
お
い
て
、
ま
た
、
産

業
廃
棄
物
処
理
業
の
許
可
の
更
新
に
つ
い
て
は
、「

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
を
受
け
た

更
新
許
可
事
務
に
お
け
る
対
応
に
つ
い
て
（
通
知
）
」（

令
和
２
年
４
月

27
日
付
け
環
循
規
発
第

20
04

27
3

号
環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃
棄
物
規
制
課
長
通
知
）
に
お
い
て
、
郵
送
、
電
子
メ
ー
ル
等
を
利
用

し
た

申
請

の
活
用

及
び
添

付
書

類
に
係

る
柔
軟

な
対
応

に
つ

い
て

そ
れ

ぞ
れ

お
知
ら

せ
し

た
と
こ

ろ
で
あ

る
。
こ
の
際
、
更
新
の
許
可
事
務

以
外
の
廃
棄
物
関
係
の
行
政
手
続
（
法
第

21
条
の
技
術
管
理
者
に
係
る

地
方
公
共
団
体
の
長
へ
の
届
出
な
ど
、
地
方
公
共
団
体
が
独
自
に
行
っ
て
い
る
手
続
を
含
む
。）

に
つ
い
て

も
、
同
様
に
、
郵
送
、
電
子
メ
ー
ル
等
を
利
用
し
た
提
出
の
活
用
及
び
添
付
書
類
の
受
付
の

柔
軟
化
を
積
極

的
に
推
進
さ
れ
た
い
。
こ
の
際
、
押
印
が
な
い
書
類
に
つ
い
て
は
、
署
名
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
本
人
確
認

が
で
き
る
場
合
に
は
真
正
な
も
の
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
た
い
。

 
 

電
子
メ

ー
ル
等

を
活
用

し
た

書
類
の

提
出
の

推
奨
に

あ
っ

て
は
、

書
類
が

真
正
で

あ
る

こ
と
の

確
認
が

難
し
い
場
合
も
考
え
ら
れ
る
が
、
電
子
署
名
の
活
用
の
ほ
か
、
必
要
に
応
じ
て
、
差
し
当
た
り
届
出
等
を
受

け
付

け
た

上
で
原

本
は
後

日
確

認
す
る

な
ど
の

対
応
を

と
ら

れ
た

い
。

添
付

書
類
の

不
備

が
あ
る

場
合
に

お
い
て
も
、
そ
の
こ
と
を
も
っ
て
直
ち
に
届
出
等
を
不
適
法

と
す
る
の
で
は
な
く
、
後
日
、
郵
送
又
は
窓
口

に
持

参
す

る
等
の

方
法
に

よ
り

、
最
終

的
に

提
出

さ
れ

る
こ

と
を
も

っ
て
足

り
る
こ

と
を

可
能
と

さ
れ
た

い
。
た
だ
し
、
業
者
が
自
ら
単
独
で
作
成
で
き
る
書
類
な
ど
、
現
状
で
用
意
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
に
つ

い
て
は
、
可
能
な
限
り
添
付
し
た
上
で
申
請
を
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

 
 
な
お
、
産
業
廃
棄
物
の
処
理
の
再
委
託
や
、
他
の
産
業
廃
棄
物
処
理
業
者
に
委
託
を
し
直
す
こ
と
に
つ
い

て
は
、「

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
応
し
た
産
業
廃
棄
物
の
処
理
能
力
を
確
保
す
る
た
め
の
対
応

に
つ
い
て
」（

令
和
２
年
４
月

17
日
付
け
環
循
規
発
第

20
04

17
1
号
環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
廃

棄
物
規
制
課
長
通
知
）
に
お
い
て

既
に
お
知
ら
せ
し
て
い
る
の
で
、
こ
れ
に
よ
ら
れ
た
い
。

 
ま

た
、

令
和

２
年
５

月
１

日
に

公
布

及
び

施
行
さ

れ
た

廃
棄

物
の

処
理

及
び
清

掃
に

関
す

る
法

律
施

行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
２
年
環
境
省
令
第

15
号
）
の
運
用
等
に
つ
い
て
は

、
既
に
「
廃
棄

物
の

処
理

及
び
清

掃
に
関

す
る

法
律
施

行
規
則

の
一
部

を
改

正
す

る
省

令
の

施
行

及
び
新

型
コ
ロ

ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
に
係
る
廃
棄
物
の
円
滑
な
処
理
等
に
つ
い
て
（
通
知
）
」（

令
和
２
年
５
月
１
日
付
け
環
循
適
発

第
20

05
01

3 
号
・
環
循
規
発
第

20
05

01
1 

号
環
境
省
環
境
再
生
・
資
源
循
環
局
長
通
知
）
に
お
い

て
お

知
ら
せ
さ
れ
て
い
る
の
で
、
こ
れ
に
よ
ら
れ
た
い
。

 

 

6 
 

こ
れ
ら
の
規
則
の
特
例
措
置
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
よ
り
、
真
に

や
む

を
得

ず
必
要

な
行
政

手
続

を
行
え

な
か

っ
た

場
合

は
、

産
業
廃

棄
物
処

理
業
者

等
に

過
失
が

な
い
こ

と
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
行
政
処
分
を
控
え
る
等
の
対
応
を
検
討
さ
れ
た
い
。
た
だ
し
、
真
に

や
む
を
得
な
い
事
由
は
、
取
り
得
る
あ
ら
ゆ
る
手
段
が
尽
き
た
場
合
に
の
み
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
ま

た
、
そ
の
事
由
が
解
消
さ
れ
た
後
に
は
、
で
き
る
限
り
速
や
か
に
義
務
を
履
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
地
方

公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
そ
の
た
め
の
指
導
を
な
さ
れ
た
い
。

 
以
上
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日
行

連
発

第
31

6
号

 
令

和
2
年

6
月

29
日

 
各
単
位
会
長
 
様

 
 

日
本
行
政
書
士
会
連
合
会

 
 

会
長
 
常
住

 
豊
 

 
国
際
・
企
業
経
営
業
務
部

 
部
長
 

坪
川
 
貞
子
 

 
 

出
入
国
在
留
管
理
庁

か
ら
の
周
知
依
頼

に
つ
い
て
（
お
知
ら
せ

）
 

 
出
入
国
在
留
管
理
庁
よ
り
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第

19
条
の

16
に
基
づ
く
届

出
及
び
同
第

19
条
の

17
に
基
づ
く
届
出
に
つ
い
て
、
令
和

2
年

6
月

29
日
か
ら
郵
送
先

の
変
更
が
さ
れ
る
旨
、
情
報
提
供
い
た
だ
き
ま
し
た
。

 
な
お
、
東
京
出
入
国
在
留
管
理
局
に
持
参
さ
れ
る
場
合
の
窓
口
は
従
前
か
ら
変
更
は
な
い
と

の
こ
と
で
す
。

 
つ
き
ま
し
て
は
、
ご
確
認
の
上
、
会
員
へ
の
周
知
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

 
 （
旧
）
 
〒
1
0
8
－
8
2
5
5
 
東
京
都
港
区
港
南

5
－

5
－
3
0
 

東
京
出
入
国
在
留
管
理
局

 
在
留
管
理
情
報
部
門

 
届
出
受
付
担
当

 

 （
新
）
 
〒
1
6
0
－
0
0
0
4
 
東
京
都
新
宿
区
四
谷
一
丁
目

6
番

1
号
四
谷
タ
ワ
ー

1
4
階
 

東
京
出
入
国
在
留
管
理
局

 
在
留
管
理
情
報
部
門

 
届
出
受
付
担
当

 

  
別
紙
：
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
１
９
条
の
１
６
に
基
づ
く
届
出
及
び
同
第
１
９
条

の
１
７
に
基
づ
く
届
出
の
郵
送
先
の
変
更
等
に
つ
い
て

 
 

以
上

 

事
務

連
絡

令
和

２
年

６
月

２
６

日

日
本

行
政

書
士

会
連

合
会

御
中

出
入

国
在

留
管

理
庁

在
留

管
理

支
援

部
在

留
管

理
課

在
留

管
理

業
務

室
長

出
入

国
管

理
及

び
難

民
認

定
法

第
１

９
条

の
１

６
に

基
づ

く
届

出
及

び
同

第
１

９
条

の

１
７

に
基

づ
く

届
出

の
郵

送
先

の
変

更
等

に
つ

い
て

平
素

よ
り

出
入

国
在

留
管

理
行

政
に

御
理

解
と

御
協

力
を

賜
り

，
感

謝
申

し
上

げ
ま

す
。

出
入

国
管

理
及

び
難

民
認

定
法

に
定

め
る

標
記

の
届

出
に

関
し

て
，
本

年
６

月
２

９
日

以
降

，

郵
送

先
を

下
記

の
と

お
り

変
更

し
ま

す
の

で
，

各
行

政
書

士
会

に
御

連
絡

願
い

ま
す

。

な
お

，
東

京
出

入
国

在
留

管
理

局
に

持
参

さ
れ

る
場

合
の

窓
口

は
従

前
か

ら
変

更
あ

り
ま

せ

ん
の

で
，

申
し

添
え

ま
す

。

記

（
旧

）
〒

１
０

８
－

８
２

５
５

東
京

都
港

区
港

南
５

－
５

－
３

０

東
京

出
入

国
在

留
管

理
局

在
留

管
理

情
報

部
門

届
出

受
付

担
当

（
新

）
〒

１
６

０
－

０
０

０
４

東
京

都
新

宿
区

四
谷

一
丁

目
６

番
１

号
四

谷
タ

ワ
ー

１
４

階

東
京

出
入

国
在

留
管

理
局

在
留

管
理

情
報

部
門

届
出

受
付

担
当
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日行連発第 ３６３号 
令 和 ２ 年 ７ 月 ９ 日 

 
各単位会長 様 

日本行政書士会連合会 
会長 常 住  豊 

    許認可業務部 
     部長 村 山 豪 彦 

 
 

自動車検査証の有効期間の伸長について（周知） 
 
 

国土交通省より、令和 2 年 7 月豪雨災害による被害に伴い、対象地域において、自動車

検査証の有効期間を伸長するとの報道発表がありましたので、お知らせいたします。 
本件については、日行連会員サイトにて周知いたしますが、各単位会におかれましては、

会員への周知徹底につきご協力くださいますようお願いいたします。 
 
 
【国土交通省ホームページ】（報道発表資料） 
・自動車検査証の有効期間を伸長します～令和２年７月豪雨災害による被害を受けて～ 
 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000246.html 
・自動車検査証の有効期間の伸長措置に係る対象地域の拡大等について 
 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000247.html 
・自動車検査証の有効期間の伸長措置に係る対象地域の拡大について 
 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000248.html 

以 上 

追加連絡 
 
【国土交通省ホームページ】（報道発表資料） 
・自動車検査証の有効期間の伸長措置に係る対象地域の拡大について 
 https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000250.html 
 
・自動車検査証の有効期間の伸長措置に係る対象地域の拡大について 

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000252.html 
 
・自動車検査証等の有効期間の伸長措置に係る対象地域の拡大について 

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000253.html 
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2 長行第 99 号 
令和 2 年 7 月 10 日 

担 当 副 会 長  
法 務 部 副 部 長 
法 務 部 部 員    様 
支 部 長 
支部法務関係部会長  

長野県行政書士会 
会     長  山 本 準 一 

                        法 務 部 長  栁 澤  誠 
 

法法務務局局ににおおけけるる遺遺言言書書のの保保管管等等にに関関すするる法法律律施施行行ににつついいてて  
  

 
 法務局における遺言書の保管等に関する法律（平成３０年法律第７３号）が

本日付で施行されました。会員各位におかれましては遺漏なくご対応いただき

ますようお願い申し上げます。 

 

【【法法務務局局ににおおけけるる遺遺言言書書のの保保管管等等にに関関すするる法法律律概概要要】】  

  １１．．遺遺言言者者にによよるる法法務務局局へへのの遺遺言言書書保保管管のの申申請請  

  ２２．．遺遺言言書書保保管管官官にによよるる遺遺言言書書のの保保管管及及びび情情報報のの管管理理  

  ３３．．遺遺言言者者にによよるる遺遺言言書書のの閲閲覧覧、、保保管管申申請請のの撤撤回回  

  ４４．．遺遺言言書書保保管管のの有有無無のの照照会会、、及及びび相相続続人人等等ののよよるる証証明明書書のの請請求求  

  ５５．．保保管管遺遺言言のの検検認認のの適適用用除除外外  

  ６６．．手手数数料料ににつついいてて              他他  

 
○詳細につきましては、法務省ホームページ 
 「法務局における自筆証書遺言書保管制度について」 
 http://www.moj.go.jp/MINJI/minji03_00051.html をご確認ください。 
 
○法務局より別添、制度案内チラシが県本会事務局に届いております。ご入り

用の会員は事務局(電話 026-224-1300)にお申し出ください。(70 枚限定) 

担 当 副 会 長
法 務 部 副 部 長
法 務 部 員
支 部 長
支部法務関係部会長
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（
詳

し
く

は
法

務
省

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
へ

）
 h

ttp
:/

/w
w

w
.m

oj
.g

o.
jp

/M
IN

JI/
m

in
ji0

3_
00

05
1.

ht
m

l
法

務
省

民
事

局

※
予

約
は

令
和

2年
7月

1日
（

予
定

）か
ら

可
能

で
す

。遺
言
書
ほ
か
ん
ガ
ル
ー

預
け
て
安
心！

自
筆
証
書
遺
言
書
保
管
制
度

預
け
て
安
心！

自
筆
証
書
遺
言
書
保
管
制
度

法
務

局
手

続
案

内
予

約
サ

ー
ビ

ス
専

用
ペ

ー
ジ

ht
tp

s:
//

w
w

w
.le

ga
l-a

b.
m

oj
.g

o.
jp

/h
ou

m
u.

ho
m

e-
t/

手
続
に
は
予
約
が
必
要
で
す

令
和

２
年

７月
１０

日（
金
）

開
始

全
国

の
法

務
局

※
で

ご
利

用
い

た
だ

け
ま

す
。

※
本

局・
支

局
等

合
計

31
2か

所

遺
言

書
の

保
管

の
申

請
に

は
手

数
料

 3,
90

0円
が

か
か

りま
す

。

あ
な
た
の

大
切
な
遺
言
書
を

守
り
ま
す

遺
言

者
の

手
続

保
管
の
申
請
に
必
要
な
も
の

遺言書

手
続

に
は

必
ず

遺
言

者
本

人
が

法
務

局
に

お
越

しく
だ

さ
い

。

自
筆

証
書

遺
言

の
方

式
に

つ
い

て
外

形
的

な
確

認
を

行
い

ま
す

。
遺

言
の

内
容

に
つ

い
て

の
相

談
は

お
受

け
で

き
ま

せ
ん

。
遺

言
者

は
預

け
た

遺
言

書
の

閲
覧

や
保

管
の

申
請

の
撤

回
を

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

相
続

人
等

は
，遺

言
書

の
内

容
の

証
明

書
の

請
求

や
遺

言
書

の
閲

覧
を

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

遺
言

書
が

法
務

局
に

お
い

て
保

管
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
，そ

の
他

の
相

続
人

等
に

通
知

し
ま

す
。

自
筆

証
書

遺
言

に
係

る
遺

言
書

申
請

書
※

添
付

書
類（

本
籍

の
記

載
の

あ
る

住
民

票
等

）

本
人

確
認

書
類

（
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド・

 運
転

免
許

証
等

）
手

数
料（

収
入

印
紙

）
※

申
請

書
の

様
式

は
，法

務
省

H
P

(h
ttp

:/
/w

w
w

.m
oj

.g
o.

jp
/M

IN
JI/

m
in

ji0
3_

00
05

1.
ht

m
l)

か
ら

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

で
き

ま
す

。ま
た

，遺
言

書
保

管
所

窓
口

に
も

備
え

付
け

ら
れ

て
い

ま
す

。

相
続

人
等

が
遺

言
書

情
報

証
明

書
の

交
付

を
受

け
た

場
合

又
は

遺
言

書
の

閲
覧

を
し

た
場

合

遺
言
書

通 知

遺
言

書
の

保
管

の
申

請

遺
言

者
が

亡
く

な
ら

れ
た

後
の

手
続

法
務
局
に
お
い
て
保
管
さ
れ
て
い
る
遺
言
書
に
つ
い
て
は
，

家
庭
裁
判
所
で
の
検
認
が
不
要
と
な
り
ま
す
。
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お知らせ

長野県行政書士会申請取次行政書士管理委員会規則の一部改正について
（令和２年３月９日理事会議決）

１　改正理由
　　平成 26 年８月に改正された「長野県行政書士会申請取次行政書士管理委員会規則」と平
成 30 年 11 月に改正された「日本行政書士会連合会申請取次行政書士の届出に関する審査基
準」との間で規定内容に齟齬が生じたことから、当該規則と当該基準の規定内容の整合性を
図るとともに、平成 31 年４月１日付で「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一
部を改正する法律」が施行されたため
　　
２　改正内容

改　　　正　　　案 現　　　　　　行

（目的）
第１条　この規則は「出入国管理及び難民認
定法施行規則」に基づき、長野県行政書士
会（以下「本会」という。）を通じ、地方
出入国在留管理局長（以下「地方入管局
長」という。）に対し届出を申し出た行政
書士及び届出済行政書士（以下「届出者
等」という。）の管理につき必要な事項を
定め、その適正かつ円滑な運用を図ること
を目的とする。

（職務）
第３条　委員会は第１条の目的を達成するた
め次の職務を行う。
一�　届出の審査
二�　届出者名簿及び抹消・懲戒者等連絡書
（以下「届出者名簿等」という）の作成
及び管理
三�　地方入管局長への届出者名簿等の提出
及び届出済証明書の返還並びに地方入管
局長からの新届出済証明書の受領
四�　届出者等が都道府県知事より「業務禁
止」、「業務停止」等の懲戒処分を受け又
は本会による「廃業の勧告」若しくは
「会員権停止」の処分がされた場合、ま
たその処分が効力を失った場合の地方入
管局長及び日行連管理委員会への通知
五�　申請取次業務禁止勧告処分若しくは申
請取次業務是正勧告処分がされた場合又

（目的）
第１条　この規則は「出入国管理及び難民認
定法施行規則」に基づき、長野県行政書士
会（以下「本会」という。）を通じ、地方
入国在留管理局長（以下「地方入管局長」
という。）に対し届出を申し出た行政書士
及び届出済行政書士（以下「届出者等」と
いう。）の管理につき必要な事項を定め、
その適正かつ円滑な運用を図ることを目的
とする。

（職務）
第３条　委員会は第１条の目的を達成するた
め次の職務を行う。
一　届出の審査
二　届出者名簿、抹消・懲戒者等連絡書
（以下「届出者名簿等」という）の作成
及び管理
三　地方入管局長への届出者名簿等の提出
及び届出済証明書の返還並びに地方入管
局長からの新届出済証明書の受領
四　届出者等が都道府県知事より「業務禁
止」または「業務停止」等の懲戒処分を
受け、若しくは本会による「廃業の勧
告」または「会員権停止」の処分がされ
た場合、またその処分が効力を失った場
合の地方入管局長及び日行連管理委員会
への通知
五　申請取次業務禁止勧告処分及び申請取
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は申請取次業務禁止勧告処分が効力を
失った場合の地方入管局長及び日行連管
理委員会への通知
六�　受付拒否者又は申請取次業務禁止勧告
処分若しくは申請取次業務是正勧告処分
に係る聴聞手続の実施
七�　地方入管局長からの届出者等に係る照
会及び情報提供への対応
八�　前各号に関連する事業及び事務
２．委員会は、前項第２号及び第３号の事務
を本会事務局職員に行わせることができ
る。

（受付拒否事由）
第 4条　委員会は、申請取次の申出を行った
者が次の事由のいずれかに該当する場合に
は、受付を拒否するものとする。
一�　届出を申し出た者が単位会に所属して
いない場合。
二�　日行連管理委員会が指定する研修を受
講していない場合。
三　届出手続のために求められている必要
書類を単位会に提出しない場合。
四　外国人の入国・在留手続きに関し、都
道府県知事による戒告又は所属単位会長
による会員権停止処分若しくは廃業勧告
処分を受けたことがあること。ただし、
これらの処分の時から三年を経過した場
合はこの限りではない。
五　外国人の入国・在留手続に関し、都道
府県知事による業務禁止又は業務停止処
分を受けたことがあること。ただし、当
該処分の時から五年を経過した場合はこ
の限りではない。
六　外国人の入国・在留手続に関し、刑事
裁判で有罪判決を受けたことがある場
合。ただし、刑の言渡しが効力を失って
いる場合において、当該有罪判決の原因
となった犯罪の時点で届出済行政書士で
なかった者について、委員会において、
申請取次業務に関し不正行為を行うおそ
れがないと認めるとき、又当該有罪判決
の原因となった犯罪の時点で届出済行政
書士であった者について、刑の言渡しが
効力を失ってから５年を経過し、かつ委
員会において、申請取次業務に関し不正

次業務是正勧告処分がされた場合及び申
請取次業務禁止勧告処分が効力を失った
場合の地方入管局長及び日行連管理委員
会への通知
六　受付拒否者、申請取次業務禁止勧告処
分及び申請取次業務是正勧告処分に係る
聴聞手続の実施
七　地方入管局長からの届出者等に係る照
会、情報提供への対応
八　前各号に関連する事業及び事務

２．委員会は、前項第２号及び第３号の事務
を本会事務局職員に行わせることができ
る。

（受付拒否事由）
第 4条　委員会は、申請取次の申出を行った
者が次の事由のいずれかに該当する場合に
は、受付を拒否しなければならない。
一　届出を申し出た者が単位会に所属して
いない場合。
二　日行連管理委員会が指定する研修を受
講していない場合。
三　届出手続のために求められている必要
書類を単位会に提出しない場合。
四　都道府県知事による業務禁止等の懲戒
処分及び本会による会員権停止処分又は
廃業勧告処分を受けている場合。但し、
その処分が効力を失った場合は、この限
りではない。

〈新設〉

五　外国人の入国・在留手続に関し、刑事
裁判で有罪判決を受けたことがある場
合。但し、刑の言渡しが効力を失ってい
る場合において、当該有罪判決の原因と
なった犯罪の時点で届出済行政書士でな
かった者について、委員会において、申
請取次業務に関し不正行為を行うおそれ
がないと認めるとき、又当該有罪判決の
原因となった犯罪の時点で届出済行政書
士であった者について、刑の言渡しが効
力を失ってから５年を経過し、かつ委員
会において、申請取次業務に関し不正行
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行為を行うおそれがないと認めるとき
は、この限りでない。

七　届出を申し出るにあたり、次のイから
ニまでのすべての事項を誓約していない
場合。

イ�　許可を受けさせることを目的とし
て、資料の内容が偽りであると知りな
がら提出しないこと。
ロ　申請内容に係る虚偽の説明を行わな
いこと。
ハ　申請人又は入管法上の代理人から直
接依頼を受けることなく、第三者を介
して依頼を受けた申請取り次がないこ
と。
ニ　届出後、受付拒否事由に該当した場
合は、直ちに届出済証明書を所属単位
会を通じ地方入管局長に返還するこ
と。

八　過去の届出の申出時に前号イからニま
での事項に誓約しているときは誓約事項
に違背したことがある場合。ただし、誓
約事項に違背した時から三年を経過した
場合はこの限りではない。
九　行政書士法及び関係法令並びに本会会
則、規則等に違背したことが判明した場
合。

２　現に届出済証明書を有する者から届出の
受付を拒否する場合には、聴聞を行うもの
とし、届出済証明書を所持しない者からの
届出の受付を拒否する場合には、同時にそ
の理由を示すものとする。
３．委員会は、受付拒否を行った場合、その
旨を日行連管理委員会にこれを報告する。
４．受付を拒否された者は、日行連管理委員
会に異議の申立を行うことができる。

（申請取次資格の喪失）
第５条　届出済行政書士が、日本行政書士会
連合会より、登録を取消され、又は登録を
抹消された場合、申請取次資格を喪失す
る。
２．委員会は、申請取次資格を喪失した者に
係る事項を地方入管局長及び日行連管理委
員会に報告する。

為を行うおそれがないと認めるときは、
この限りでない。

六　地方入管局長からの情報提供により、
本会会長に提出する「誓約書」の誓約事
項１～４に違背したことが判明した場
合。

〈新設〉

七　行政書士法及び関係法令並びに本会会
則、規則等に違背したことが判明した場
合。

２．受付を拒否した場合には、聴聞手続を行
う。

３．委員会は、受付拒否を行った場合、その
旨を日行連管理委員会にこれを報告する。
４．受付を拒否された者は、日行連管理委員
会に第２項の聴聞手続の裁決に対する異議
の申立を行うことができる。

（申請取次資格の喪失）
第５条　届出済行政書士が、日本行政書士会
連合会より、登録を取消され、又は登録を
抹消された場合、申請取次資格を喪失す
る。
２．委員会は、申請取次資格を喪失した者に
係る事項を地方入管局長及び日行連管理委
員会に報告する。
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３．第 1項に該当する者は、届出済証明書を
所属単位会経由にて地方入管局長に返還す
る。

（申請取次業務禁止勧告）
第６条　届出済行政書士が、外国人の入国・
在留手続に関し、刑事裁判で有罪判決を受
けた場合、委員会は、三年以内の期間を定
めて申請取次業務の禁止を勧告するものと
する。ただし、刑の言渡しがその効力を
失っている場合はこの限りではない。
２　届出済行政書士が、次条に規定する業務
の是正勧告を受けたにもかかわらず、相当
の期間内にその是正をしない場合には、委
員会は、三年以内の期間を定めて申請取次
業務の禁止を勧告するものとする。
３．委員会は、申請取次業務の禁止を勧告し
ようとする場合には、聴聞を行う。
４．委員会は、申請取次業務の禁止を勧告し
た場合、その旨を地方入管局長及び日行連
管理委員会に通知する。
５．申請取次業務の禁止を勧告された者は、
日行連管理委員会に異議の申立てを行うこ
とができる。

6．申請取次業務の禁止を勧告された者が、
前項の異議の申立てを行わない場合、又は
異議の申立てに理由がないと裁決された場
合には、届出済証明書を所属単位会経由に
て地方入管局長に返還する。

（申請取次業務是正勧告）
第７条　委員会は、次のいずれかに該当する
場合は、申請取次の是正を勧告するものと
する。
一　届出有効期間内に届出者等の外国人の
入国・在留手続に関する不正行為があっ
た場合。
二　その他届出有効期間内に申請取次行政
書士たるにふさわしくない非行があった
場合。

２．申請取次業務の是正を勧告しようとする
場合には、聴聞を行う。
３．委員会は、申請取次業務の是正を勧告し
た場合、その旨を地方入管局長及び日行連
管理委員会に通知する。また、是正の勧告
に至らなかった場合には、その理由を地方
入管局長及び日行連管理委員会に報告す

３．第 1項に該当する者は、届出済証明書を
単位会経由にて地方入管局長に返還する。

（申請取次業務禁止勧告）
第６条　委員会は、届出有効期間内に、届出
者等が出入国管理及び難民認定法に基づく
諸手続に係る刑事裁判において有罪判決を
言渡され刑が確定した場合、申請取次業務
の禁止を勧告することができる。

〈新設〉

２．申請取次業務の禁止を勧告する場合に
は、事前に聴聞手続を行う。
３．委員会は、申請取次業務の禁止を勧告し
た場合、その旨を地方入管局長及び日行連
管理委員会に通知する。
４．申請取次業務の禁止を勧告された者は、
日行連管理委員会に第２項の聴聞手続の裁
決に対する異議の申立を行うことができ
る。
５．申請取次業務の禁止を勧告された者で、
第４項の異議の申立手続を行わない場合、
若しくは異議の申立に理由がないと裁決さ
れた場合には、届出済証明書を単位会経由
にて地方入管局長に返還する。

（申請取次業務是正勧告）
第７条　委員会は、届出有効期間内に、届出
者等の外国人の入国・在留手続に関し、地
方入管局長による情報提供により不正行為
等を認知した場合、申請取次業務の是正を
勧告することができる。

２．申請取次業務の是正を勧告する場合に
は、事前に聴聞手続を行う。
３．委員会は、申請取次業務の是正を勧告し
た場合、その旨を地方入管局長及び日行連
管理委員会に通知する。また、是正の勧告
に至らなかった場合には、その理由を地方
入管局長及び日行連管理委員会に報告す
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る。

（届出済証明書の返還）
第７条の２　次のいずれかに該当する場合
は、届出済行政書士は届出済証明書を所属
単位会経由にて地方入管局長に返還するも
のとする。
一　行政書士法第 16 条の５（行政書士の
入会及び退会）第３項に該当するに至っ
た場合。
二　行政書士法第 14 条（行政書士に対す
る懲戒）第２号及び第３号の規定による
業務停止、又は業務禁止の処分を受けた
場合。
三　届出後、第４条に規定する受付拒否事
由に該当するに至った場合。
四　申請取次業務の禁止を勧告された者
が、第６条第５項の異議申し立てを行わ
ない場合、又は異議の申し立てに理由が
ないと決済された場合。

（招集）
第 10 条　委員会は毎月１回開催することを
原則とするが、必要がある場合にはその都
度臨時に開催することができる。なお、委
員会は委員長が招集する。また、会長、担
当副会長はいつでも委員会に出席し、意見
を述べることができる。

（審議の方法及び決議）
第 11 条　審議は持ち回り、書面、ファック
ス、電子メール等適宜の方法で行うことを
妨げない。ただし、決議は全会一致を原則
とする。また、委員会が必要と認めた場合
は、委員以外の者の委員会への出席を求
め、意見を求めることができる。

（附　則）
<略 >
（附　則）
本規則は、理事会（平成 26 年 8 月 22 日）
の決議から施行する。

（附　則）
本規則は、理事会（令和２年３月９日）の
決議から施行する。

る。

〈新設〉

（招集）
第 10 条　委員会は毎月１回開催することを
原則とするが、必要がある場合にはその都
度臨時に開催することができる。なお、委
員会は委員長が招集する。なお、会長、担
当副会長はいつでも委員会に出席し、意見
を述べることができる。

（審議の方法及び決議）
第 11 条　審議は持ち回り、書面、ファック
ス、電子メール等適宜の方法で行うことを
妨げない。但し、決議は全会一致を原則と
する。また、委員会が必要と認めた場合
は、委員以外の者の委員会への出席を求
め、意見を求めることができる。

（附　則）
<略 >
（附　則）
本規則は、理事会（平成 26 年 8 月 22 日）
の決議から施行する。
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長野県行政書士会補助者規則の一部改正について
（令和 2年 3月 9日理事会議決）

１　改正理由
　　「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関す
る法律」（令和元年法律第 37 号）が令和元年 12 月 14 日より施行されたため

２　改正内容

改　　　正　　　案 現　　　　　　行

（不適格事由）
第 4条　会員は次の各号のいずれかに該当す
る者を補助者としてはならない。
一　（略）
二　法第 2条の 2第二号から第七号までの
いずれかに該当する者
三　～　五　（略）

附　則
（施行期日）
１　この規則は、平成 21 年 4 月 1 日から施
行する。
２～３　（略）
４　この規則は、令和 2年 3月 9日から施行
する。

（不適格事由）
第 4条　会員は次の各号のいずれかに該当す
る者を補助者としてはならない。
一　（略）
二　法第 2条の 2第二号から第八号までの
いずれかに該当する者
三　～　五　（略）

附　則
（施行期日）
１　この規則は、平成 21 年 4 月 1 日から施
行する。
２～３　（略）
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令和 2年 3日 9日開催の理事会において、大規模災害発生時に対応するため「長野県行政書
士会における大規模災害対応規程」が承認されましたので、お知らせいたします。

長野県行政書士会における大規模災害対応規程

（目的）
第 1条　この規程は、長野県行政書士会（以下、「本会」という。）の大規模災害対応について
必要な事項を定めることを目的とする。

（本会の役割）
第 2条　本会は、大規模災害発生時に災害対策本部を設置し、次に定める必要な対応に当た
る。
（1）　災害発生の状況把握及び会員の安否確認を行う。
（2）　被災地域の支部へ必要な支援、情報提供を行う。
（3）　日本行政書士会連合会、関東地方協議会の単位会と連絡調整を行い、必要な協力要請、
情報提供を行う。

（4）　県・市町村からの協力要請への対応を行う。
（5）　長野県との災害時における相談業務に関する協定について災害支援活動士業連絡会と
協力して対応する。

（6）　無料相談窓口を設置し、必要な情報収集と情報提供を被災者のために行う。

（支部の役割）
第 3条　支部は、大規模災害発生時に次に定める必要な対応に当たる。
（1）　支部会員の安否を確認し、本会に報告する。
（2）　管轄市町村内の災害発生の状況を確認し、本会に報告する。
（3）　本会と協力して必要な被災者支援を行う。
（4）　本会と協力して管轄市町村との協定に基づく必要な支援を行う。

（本会災害対応の体制）
第 4条　本会が設置する災害対策本部は、本会会長たる本部長、本会副会長たる副本部長、被
災地域の支部長および災害派遣登録員、その他本部長が必要とする者により構成する。

（支部災害対応責任者・災害派遣登録員）
第５条　支部においては、支部災害対応責任者は支部長とし、災害派遣登録員３名以内を選任
し、本会に報告する。
２　支部長および災害派遣登録員は、被災市町村と連絡調整を行い、本会と協力して被災者支
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援活動を行う。
３　支部長および災害派遣登録員は災害対策本部長の指示により、必要な被災者支援活動を行
う。
４　支部長は、災害対策本部長の指示による被災者支援活動を実施した場合には、支援活動状
況及び派遣実績の報告を本会に行う。
　　
（緊急連絡網の整備）
第６条　本会は、本会役員、支部長、災害派遣登録員、本会事務局長の緊急時連絡網を整備す
る。　

（災害対応マニュアルの整備）
第 7条　本会は、災害対応マニュアルを整備し、本会役員及び支部長およびに災害派遣登録員
に周知するとともに、必要な改定を行う。

（災害対応経費）
第 8条　本会は、災害発生時の対応経費については、予備費を充当するものとする。

（災害対応訓練、研修）
第 9条　本会は、必要に応じて本会役員、支部長、災害派遣登録員その他、必要な者を対象と
した災害対応の訓練、研修を行う。

（災害協定締結への取り組み）
第 10 条　本会及び支部は、協力して市町村と災害時における対応についての協定締結に向け、
取り組みを行う。
　　　
（規程に定めなき事項）
第 11 条　本規程に定めなき事項で、緊急を要する場合は災害対策本部会議での決定により実
施できるものとし、実施後直近の本会理事会に報告するものとする。

附　則
　　この規程は、令和２年３月９日から施行する。



─ 48 ─

状況の報告 
派遣実績の報告 

人員派遣・支援 

連絡調整 
協力要請 
情報提供 

 
  
【【大大規規模模災災害害対対応応模模式式図図】】  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

派遣指示 
必要な支援、情報提供 

人員派遣・支援 

派遣要請 

派遣指示 
必要な支援、情報提供 
 
 

 
 
 
 

被災 
県・市町村 
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支部会員の安否確認 
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【平時における取り組み】 
 ・緊急連絡網の整備（本会） 
 ・災害対応マニュアルの整備（本会） 
 ・災害対応訓練、研修の実施（本会） 
 ・市町村との災害時対応協定の締結への 

取り組み（本会・支部） 
・災害派遣登録員の選任、報告（支部） 
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令和２年度行政書士試験のご案内

１　受験資格
　　年齢、学歴、国籍等に関係なく、どなたでも受験することができます。

２  試験日及び時間
 　 令和２年 11 月８日（日）　午後１時～午後４時まで

３　試験会場
　　ＪＡ長野県ビル　長野市南長野北石堂町１１７７－３
　　松本歯科大学　　塩尻市広丘郷原１７８０

４　受験手数料　７，０００円

５　受験願書受付期間
　　（１）　郵送申込み
　　　　　令和２年７月 27 日（月）～８月 28 日（金）消印有効
　　（２）　インターネット申込み
　　　　　令和２年７月 27 日（月）午前９時～８月 25 日（火）午後５時

６　合格発表　令和３年１月 27 日（水）

７　問い合わせ先
　　一般財団法人行政書士試験研究センター
　　所在地：〒 102-0082 東京都千代田区一番町 25 番地　全国町村議員会館３階
　　試験専用照会ダイヤル：０３－３２６３－７７００
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職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関するお願い

行政書士は、誠実にその業務を行うとともに、行政書士の信用又は品位の保持に努めなけれ
ばなりません。
特に職務上請求書の使用にあたっては、戸籍法及び住民基本台帳法の規定により、行政書士
等の資格者が職務上必要である場合に限り行使できることとされており、限られた資格者にの
み認められた国民利便のための制度であるため、個人情報保護、人権の擁護などの観点からも
高い倫理意識に基づいた厳正な取扱いが求められ、職務上請求書の偽造、不正使用、人権侵害
のおそれがある戸籍等の取得は決して許されることではありません。
会員の皆様におかれましては、「戸籍法」、「住民基本台帳法」、「行政書士法」、日行連の「職
務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則等」の趣旨を十分に理解され、適正な使用及
び厳格な取扱いに努めて頂きますよう、よろしくお願い申し上げます。
なお、職務上請求書の払出し方法につきましては、本会事務局へお問い合わせください。

斡　旋　物　一　覧

品　　　　名 価　　格 備考

行 政 書 士 徽 章（ネジ） 2,700 円 送料実費

行 政 書 士 徽 章（タイタック） 2,700 円 　　〃

事 件 簿 用 紙 300 円 　　〃

領 収 書 700 円 　　〃

戸 籍 謄 本 等 職 務 上 請 求 書
（新様式・A 4 版） 800 円 「購入申込書」と「誓約書」で注文願います。送料実費

自 然 公 園 法 の 手 引 1,000 円 　　〃

新会社法パート 2（H18. 8. 11） 1,500 円 　　〃

長野県収入証紙の販売について

本会では、長野県収入証紙を販売しております。
購入方法は、事務局へお申し込みをいただき、現金または請求払いの何れかの方法で購入し
ていただけます。
購入方法等の詳細については、長野県収入証紙売りさばき取扱規程をご覧いただくか、事務
局にお問い合わせください。
なお、年間 10 万円以上購入されますと、年度末に約 1パーセントを還元しておりますので、
是非ご利用をお願いします。
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会員専用ページの ID・パスワードについて

本会ホームページの研修会情報、業務資料等が掲載されている「会員専用ページ（会員への
お知らせ）」を閲覧するためには、ログイン用の「ユーザー名（ID）」と「パスワード」が必
要になります。

0. 初回ログイン

パスワードは全員共通しているため、初回ログイン時はパスワードの再設定が必要になります。

11..会会員員専専用用ペペーージジ

22..会会員員仮仮登登録録ペペーージジ

３３..パパススワワーードド再再登登録録メメーールル

４４..会会員員本本登登録録ペペーージジ

IDとパスワードを入力します。

受信できるメールアドレスを入力してくだ
さい。
入力したメールアドレス宛に「パスワード
設定」の案内メールが届きます。

パスワード再登録用のアドレスが記載され
たメールが届きます。

[ 再登録アドレス ]
クリックするとパスワード再登録ページが
開きます。

新しいパスワードを入力します。
次回以降、設定したパスワードでログイン
をします。
忘れないように管理してください。
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会 議 報 告

□ADRセンター運営会議
１　と　　き　令和 2年 3月 19 日（木）
２　と こ ろ　長野市、会館
３　出 席 者　�和田センター長、深澤副セン

ター長、二瓶運営委員、金子、
山崎各弁護士

４　会議事項
　（1）令和元年度事業報告について
　（2）�令和 2年度事業計画（案）及び予算（案）

について
　（3）ADRセンターの運営について
　（4）その他

□表彰選定会議
１　と　　き　令和 2年 3月 23 日（月）
２　と こ ろ　長野市、会館
３　出 席 者　�山本会長、赤羽、清水、松島

各副会長、宮下総務部長
４　会議事項
　（1）令和 2年度表彰者の選定について
　（2）その他

□決算監査
１　と　　き　令和 2年 4月 8日（月）
２　と こ ろ　長野市、会館
３　出 席 者　�林、小林各監事、山本会長・

政連会長、宮下総務部長、赤
羽政連幹事長

４　監査執行状況
　令和元年 12 月 1 日から令和 2年 3月 31 日
までの業務推進状況及び、一般会計、斡旋物
特別会計の収入・支出状況について、並びに
長野県行政書士政治連盟の収入・支出状況に
ついて、関係帳簿、証拠書類、預金通帳等に
より監査が行われた。
　監査結果については、4 月 14 日開催の理

事会及び幹事会で監事から適正に処理されて
いる旨報告がなされた。

□正副会長会
１　と　　き　令和 2年 4月 14 日（火）
２　と こ ろ　長野市、会館
３　出 席 者　�山本会長、赤羽、清水、松島

各副会長、宮下総務部長
４　会議事項
　（1）理事会の議題について
　（2）その他

□理事会及び支部長会
１　と　　き　令和 2年 4月 14 日（火）
２　と こ ろ　長野市、会館
３　出 席 者　�山本会長、赤羽、清水、松島

各副会長、佐藤、渡邊、栁澤、
関、上島、赤羽、深澤、岡田、
奈良木、宮下、古谷、和田、
髙田各理事、林、小林各監事、
小口諏訪支部長

４　会議事項
　（1）�令和元年度事業報告及び決算について

（監査報告）
　（2）未納会費の欠損処分について
　（3）�長野県行政書士会会則の一部を改正す

る会則（案）について
　（4）�令和 2年度事業計画（案）と予算（案）

について
　（5）令和 2年度表彰者の決定について
　（6）�令和 2年度定時総会等の進行計画（案）

について
　（7）その他
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□県市町村連携新型コロナウイルス
拡大防止協力金申請の支援打ち
合わせ

１　と　　き　令和 2年 4月 30 日（木）
２　と こ ろ　長野市、会館
３　出 席 者　�山本会長、宮下総務部長、栁

澤法務部長、佐藤総務副部長、
県市町村課企画幹田中英児
様、県産業政策課企画幹早川
政宏様

□台風19号災害の被災者に対する
建築・住宅に関する総合相談会

１　と　　き　令和 2年 5月 16 日（土）
２　と こ ろ　長野市、建築士会館
３　出 席 者　宮下長野支部長

□正副会長会
１　と　　き　令和 2年 5月 25 日（月）
２　と こ ろ　長野市、会館
３　出 席 者　�山本会長、赤羽、清水、松島

各副会長、宮下総務部長
４　会議事項
　（1）総会の開催について
　（2）その他

□日行連関地協会長会（書面議決）
１　と　　き　令和 2年 6月 1日（月）
２　議　　題
　（1）�令和元年度事業報告及び決算報告につ

いて
　（2）�令和 2年度事業計画（案）及び収支予

算（案）について
　（3）�令和 2年度日行連関東地方協議会役員

の選任について
　（4）�日行連定時総会に伴う報告を要する事

項について
　（5）�日行連関東地方協議会各業務連絡会設

置規程の改正について

　（6）�日行連関東地方協議会顕彰について（追
認決議）

□日行連定時総会（書面議決）
１　と　　き　�令和 2年 6月 23 日（火）〜	

26 日（金）
２　議　　題
　（1）令和元年度事業報告
　（2）令和元年度決算報告
　（3）�日本行政書士会連合会会則の一部改正

（案）について
　（4）令和 2年度事業計画（案）
　（5）令和 2年度予算（案）
　（6）役員（理事）の補欠選任について

□法務部会
１　と　　き　令和 2年 7月 9日（火）
２　と こ ろ　会館
３　出 席 者　�松島副会長、栁澤部長、古谷

副部長、山田、木村各部員
４　会議事項
　（1）令和 2年度事業計画の実施について
　（2）その他

□令和2年度行政書士試験実施に
係る説明会

１　と　　き　令和 2年 7月 10 日（金）
２　と こ ろ　東京都、全国町村議員会館
３　出 席 者　松島、赤羽各責任者

□台風19号災害の被災者に対する
建築・住宅に関する総合相談会

１　と　　き　令和 2年 7月 11 日（土）
２　と こ ろ　長野市、豊野公民館
３　出 席 者　宮下長野支部長
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定期大会開催報告
　令和 2年度定期大会が 6月 17 日（水）午後 2時 50 分より、長野市の長野県行政書士会館で
開催されましたのでご報告いたします。

１　司 会　赤羽幹事長　　

２　正 副 議 長　議　長　久保田　学代議員（飯田支部）
　　　　　　　　　副議長　佐藤　明美代議員（松本支部）

３　議事録署名人　永村清造代議員（長野支部）、西澤秀友代議員（北信支部）

４　議 案 審 議
　第１号議案　令和元年度事業報告  　　　賛成多数により可決承認されました。
　第２号議案　令和元年度決算報告  　　　賛成多数により可決承認されました。
　第３号議案　令和 2年度運動方針（案） 　賛成多数により可決承認されました。
　第４号議案　令和 2年度予算（案）　　　　賛成多数により可決承認されました。

※　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に対処するため、必要最小限の出席者（各支
部から 1名の代議員が代議員の委任を受けた指定代理人として大会に出席。指定代理人以外
の代議員は委任状兼表決書を提出。）で時間短縮のうえ開催。

長野県行政書士政治連盟のページ

大会 監査報告

開会のことば 議長 ･副議長あいさつ
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会 員 の 動 き
※個人情報保護のため掲載事項を省略いたしました。

編　集　後　記
　暑中お見舞い申し上げます。
　皆さま、いかがお過ごしでしょうか。
　今年も県内産の夏野菜が店頭に並ぶ季節になりました。ご自身の畑で収穫作業に汗を流されている方
もいらっしゃることと思います。採れたてのレタスやセロリ、色も大きさも様々なトマト、ビタミン豊
富なブロッコリーやカリフラワー、暑い日の午後には甘くて水分たっぷりのスイカ、ビールには枝豆、
バーベキューならトウモロコシにシシトウ、ピーマン・・・皆さまのイチ押し野菜は何でしょうか。今
が旬の夏野菜は栄養価が高く、夏バテや熱中症の予防だけでなく、紫外線対策や免疫力アップにも効果
が期待できます。
　今年の夏は花火大会も夏祭りもフェスも盆踊りも中止、山小屋も海水浴場も閉鎖。感染拡大防止のた
めとわかってはいても、がっかりするようなニュースが続きます。私たちを取り巻く環境が一変し、も
う以前のような生活には戻れないのかもしれません。それでも季節は廻り、食べ物は旬を迎えます。野
菜だけでなく、果物も肉も魚も乳製品も、何でも揃う長野県。地産地消は地域経済の活性化への一助に
もなることでしょう。この夏、皆さんの「新しい生活様式」に「地元の食材を積極的に食べる」を加え
てみてはいかがでしょうか。� （広報監察部　五味直美）

─入会者─
個人会員
所属支部 入会登録

年 月 日 氏　　名 事務所
（市町村名のみ） 所属支部 入会登録

年 月 日 氏　　名 事務所
（市町村名のみ）

北信支部 2.  4.   2 大谷　好英 中野市 飯田支部 2.  4.   2 木場　　聡 飯田市
松本支部 2.  4.   2 木村　希一 松本市 長野支部 2.  4.   2 山口　　文 須坂市
伊那支部 2.  5.   1 伊藤　野人 伊那市 飯田支部 2.  5.  15 遠山　広基 飯田市
長野支部 2.  5.  15 青木　千幸 長野市 松本支部 2.  6.   1 三溝　重樹 塩尻市
佐久支部 2.  6.   1 今井　　栄 佐久市 松本支部 2.  6.   1 竹内　則義 松本市
松本支部 2.  6.   1 古池　　季 東筑摩郡朝日村 伊那支部 2.  6.   1 三澤　礼子 上伊那郡南箕輪村
松本支部 2.  6.   1 東良　義文 安曇野市 長野支部 2.  6.   1 坂井　厳司 長野市
伊那支部 2.  6.  15 川上喜代次 上伊那郡箕輪町 松本支部 2.  6.  15 請地　　誠 安曇野市
上田支部 2.  6.  15 臼田　　聡 上田市 諏訪支部 2.  6.  15 吉田　　均 諏訪市
飯田支部 2.  6.  15 林　　郁夫 飯田市

─退会者─
所属支部 氏　　名 退　会

年月日 所属支部 氏　　名 退　会
年月日 所属支部 氏　　名 退　会

年月日
松本支部 八釼　清通 2.  3.  31 長野支部 小泉兵次郎 2.  3.  20 諏訪支部 鈴木　　稔 2.  3.  16
諏訪支部 小川　智一 2.  3.  31 佐久支部 小林　　泉 2.  3.  31 上田支部 久保田正司 2.  3.  31
飯田支部 村上　和彦 2.  4.   6 長野支部 荒川　克彦 2.  5.   7 長野支部 宮島　勝径 2.  5.  29
松本支部 青木　一郎 2.  6.  30 伊那支部 坂槇　弘教 2.  6.  10 松本支部 勝野　信治 2.  6.  30

─単位会変更─
東京都行政書士会より移転（R2. 5. 1）　佐久支部　古谷　優子

ご　逝　去
謹んで、ご冥福をお祈りいたします。

三　好　吉　仁　殿（諏訪）
令和２年３月

山　岸　　清　殿（長野）
令和２年４月
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広 報 監 察 部

広報監察部では、長野県行政書士会会員からの投稿を下記の要領により受付いたします。

１．原稿等について
（１）表紙用の写真、絵画、書など

作品及び作品の簡単な説明（１００字程度）
（２）行政書士業務に関する研究論文、資料あるいは実務事例報告など

字数２，０００字程度
（３）その他

自由投稿
２．上記投稿は、自作で著作権法等に抵触しないものに限ります。（肖像権等ご注意下さい。）
３．本会及び他者（個人・団体を問わず）の誹謗・中傷、あるいは不穏当な語句を含む原稿
は掲載できません。
４．原稿などの送付方法について
（１）原稿は、メールあるいはメールに文書ファイル、画像ファイル等を添付してお送りく
ださい。

（２）ＦＡＸ及び手書きによる原稿は出来るだけご遠慮下さい。
（３）投稿の際は、件名に「広報誌投稿」と記載し事務局宛にお送り下さい。
（４）投稿後の原稿の訂正は必ず書面（メール含む）で行ってください。
５．原稿等は随時募集しておりますが、広報誌は年４回の発行となっておりますので投稿者
の掲載したい時期に掲載できない場合もございますので、ご了承下さい。
６．投稿原稿の採否は広報監察部会で決定いたします。採否の理由については一切お答えで
きません。また、原稿は採否に関わらず返却いたしません。
７．編集の都合により大幅な加筆、修正、削除等が必要な場合は広報監察部から投稿者に対
して連絡いたします。その求めに応じていただけない場合は掲載できませんのでご了承下
さい。
８．投稿を掲載したことにより発生したトラブルに関して、県行政書士会及び広報監察部は
一切責任を負いません。
９．掲載記事に関する質問・意見については一切お答えできません。

Eメール：gn―nagano＠msa．biglobe．ne．jp
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